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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構（JICA）は、マダガスカル共和国からの要請に基づき、2011年3月よ

り3年6カ月間の計画で技術協力プロジェクト「マダガスカル国北西部マジュンガ地区ティラピア

養殖普及を通じた村落開発プロジェクト」を開始しました。 

今般、プロジェクトのこれまでの実績及び実施プロセスを評価5項目の視点に基づいて総合的に

評価し、課題への対応に関する提言と今後への教訓の抽出を行うことを目的として、2014年5月17

日から6月7日にわたって終了時評価調査団が派遣されました。 

調査団はマダガスカル共和国政府関係者とともに評価調査結果及び提言・教訓を合同評価報告

書に取りまとめました。 

本報告書は、その結果を取りまとめたものであり、他のプロジェクトを含め、プロジェクトの

運営に広く活用されることを望むものです。 

本終了時評価調査にあたってご協力を頂いた内外関係者の方々に、改めて深い謝意を表すると

ともに引き続き一層のご支援をお願いする次第です。 

 

2014年7月 

 
独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 北中 真人 
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終了時評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：マダガスカル共和国 案件名：北西部マジュンガ地区ティラピア養殖普及を 
通じた村落開発プロジェクト 

分野：農業開発・農村開発 援助形態：技術協力 

所管部署：農村開発部 協力金額（調査時点）：5 億 5,000 万円 

協力期間 2011 年 3 月～2014 年 9 月 
（3.5 年間） 

先方関係機関：水産資源･漁業省（MRHP） 

日本側協力機関：農林水産省  

他の関連協力：特になし 

１－１ 協力の背景と概要 

マダガスカル共和国（以下、「マダガスカル」と記す）は、南アフリカ沖のインド洋に面し、

世界で 4 番目の面積（わが国の 1.6 倍にあたる 58.7 万km2）を有する島国で、人口は 2012 年現

在 2,230 万人である（世界銀行）。 

同国は近年着実な経済成長を遂げてきたものの､2010 年の時点で、国際的な貧困ライン（購

買力平価で 1 日 1.25 米ドル）以下の人口は 81.3％（世界開発指標/世界銀行/2012 年）であり、

貧困の克服が国の課題となっている。 

マダガスカルでは､国民の 70％以上が農業に従事し、農村地域に居住している。国家統計局

の統計によれば、都市部の貧困率 54.2％に対して、農村部の貧困率は 82.2％に達している。し

たがって、国の貧困対策は、すなわち、農村部の貧困対策と同義と言っても過言ではなく、農

村部の住民に対する貧困対策が重要な意味をもっている。 

このような状況の下、漁業と養殖は、マダガスカルの経済発展に貢献する重要な分野と位置

づけられており、「漁業と水産マスタープラン（2004～2007）」では、淡水魚の生産高を増やし､

増加する人口の食料需要に応えるとともに、水産物の輸出によって外貨獲得の強化をめざすと

している。 

同国の沿岸部と内陸部での内水面漁業と養殖は、農民の収入源多様化と同時に国民のタンパ

ク質摂取量を増加する有効な手段である。なかでも、ティラピア養殖は、技術的に比較的容易

であり、通年の種苗生産が可能であること、淡水だけでなく汽水域でも養殖が可能であり、こ

れらの目的達成手段として最適なものの 1 つである。また、ティラピアをはじめとする淡水魚

は、同国の人々の嗜好に合い、特に地方市場で高い需要がある。 

同国の北西部に位置するブエニ県は、他の多くの地域と同様に長年の貧困問題を抱えてき

た。2010 年の国家統計局の統計では、2009 年の貧困率 89.1％に対して 71.6％と改善の兆しも

みえるが、地域の住民の重要な収入源であった沿岸漁業とエビ養殖が近年は不振に陥ってお

り、農業生産性の低さと相まって、貧困の原因の 1 つとなっている。  

しかし、同県は、ティラピアの養殖については、高いポテンシャルを有している。年間を通

じて温暖な気候（年平均気温 27 度）や 降雨量（年間降雨量 1,000～1,500mm）はティラピア養

殖に適している。また、同県は稲作が盛んであり、水田や氾濫原が養殖地として利用できると

いう利点もある。 
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これらの状況に鑑み、2006 年マダガスカル政府は、わが国に対して、ティラピア養殖の普及

を通じて、マジュンガ地区の農民の生計向上と生活改善を達成するための「北西部マジュンガ

地区ティラピア養殖普及を通じた村落開発プロジェクト（PATIMA）」（以下、「プロジェクト」）

技術協力を求めてきた。 

これに対し、JICAは第 1 次及び第 2 次事前調査団を、それぞれ 2007 年、2009 年に派遣し、

それらの調査結果を踏まえ、当該地域における養殖振興を進めるため水産資源・漁業省

（Ministry of Fishery Resources and Fishery：MRHP）をカウンターパート機関とした本プロジェ

クトの実施枠組みを取り決めた討議議事録（Record of Discussions：R/D）が 2010 年 12 月に合

意・署名され、2011 年 4 月よりプロジェクトが 3 年半の協力期間で開始されている。2012 年

10 月には中間レビュー調査が実施され、中間時点までの実績を確認して 5 項目評価を実施し、

活動を軌道に乗せるための提言を行った。 

2014 年 6 月、これまでのプロジェクト活動の実績、成果、中間レビューの提言への対応など

を確認し、5 項目評価を実施するとともに、プロジェクトの持続性確保のための提言及び今後

の類似事業実施のための教訓を導くことを目的として終了時評価調査が実施された。 

 

１－２ 協力内容 

本プロジェクトは、ティラピア養殖の普及を通じて、マジュンガ地区の農民の生計向上と生

活改善を達成するための技術協力を行うものである。 

（1）上位目標：ティラピア養殖普及を通じ、プロジェクト対象地域の農家の生計が向上する。

 

（2）プロジェクト目標：ティラピア養殖普及システムが、対象地域において構築される。 

 

（3）成果 

1）対象地域の状況に適合した種苗生産技術が開発される。 

2）対象地域の状況に適合した養殖技術が実践される。 

3）普及員の能力が強化される。 

4）農民から農民への普及アプローチが開発される。 

5）県ティラピア養殖開発計画が策定される。 

 

（4）投入（2014 年 4 月末時点） 

1）日本側：総投入額：5 億 5,000 万円 

専門家派遣：延べ 10 名（100.0/人月） 

機材供与：約 2,400 万円   ローカルコスト負担：約 1 億 1,620 万円 

2）マダガスカル側 

カウンターパート人材の配置：15 名（水産資源・漁業省次官・養殖局長、ブエニ県職

員等） 

土地・施設提供（専門家執務室、ティラピア飼育実験施設など） 

プロジェクト運営費：カウンターパート給与、水道・光熱費など 
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２ 評価調査団の概要 

団員構成 日本側 

担当分野 氏 名 所 属 先 

団長/総括 千頭 聡 JICA国際協力専門員 

養殖普及 山尾 政博 広島大学大学院 教授 

計画管理 松本 賢一 JICA農村開発部 乾燥畑作地第一課 主任調査役 

評価分析 東野 英昭 （株）レックス・インターナショナル コンサルタント

マダガスカル側 

総括 Ms. RABOANARIJOANA 
Harilalao Zoelys 

漁業・水産資源省 養殖局長  

メンバー Mr. RAZAFINDRAZAKA
Tony Harilala 

漁業・水産資源省 養殖局 淡水養殖課長 

メンバー Ms. RAZAFIARIVONY 
Reine Baovola 

漁業・水産資源省 内部監査課長 

メンバー Mrs. RAOLINJATOVO 
Genevieve 

水産資源･漁業省 プログラム･評価課長 

調査期間 2014 年 5 月 19 日〜6 月 5 日 評価種類：終了時評価 

３ 調査結果の概要 

３－１ 実績の概要 

（1）プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：ティラピア養殖システムが、対象地域において構築される。 
指標によると、プロジェクト目標は、プロジェクト終了までにはおおむね達成見込で

ある。 

指 標 達成状況 

指標：1）中核農家の収入

が 30％以上増加する。 
これまでに 26 名の中核養殖農家が選抜されているが、そのうち 7

名がティラピア（種苗と成魚）を販売している。これらの 7 名の収

入は、ティラピア養殖によって大幅に増加し、増加率は平均 125.3％

となった。 

他の中核農家についても、今後、ティラピア販売と売り上げのデー

タを収集し、収入の増加の状況を確認する予定であるが、これまで

の農業収入のベースが低いこともあり、ティラピア養殖による収入

の増加は 30％以上になることが期待できる。 

指標：2）中核農家より養

殖技術を普及された農家

のうち 320 戸以上が、改良

された技術を実践する。 

農民間研修に参加した農民の数は、2014 年 2 月末までに 1,146 名に

達し、そのうちの 305（26.6％）名が養殖池の建設に取り組むなど、

ティラピア養殖に参加する動きを見せている。ティラピア養殖への

関心が高まっており、今後プロジェクトの終了時までに、より多く

の農民が研修へ参加し、養殖を開始することが期待できるため、指

標は達成されるものと見込まれる。 
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（2）成果の達成状況 

成果１：対象地域の状況に適合した種苗生産技術が開発される。 
成果 1 は達成されている。 

＜指標＞ティラピア種苗生産に係る、少なくとも 1 つの技術パッケージと少なくとも

1 つの研修・普及教材が作成される（普及スタッフと中核養殖農家対象）。 
実施されたさまざまな現地実証試験の結果に基づき、2013 年 12 月、技術パッケー

ジ「ティラピア種苗生産技術」が作成された。パッケージの中身は「ティラピア種苗

生産」と「真鯉種苗生産」の 2 つに大別される。 

研修･普及教材としては、「ティラピア種苗生産」が 2013 年 12 月に完成した。実践

的な技術内容（例えば、目視による種苗の雌雄判別、水質管理、データ収集とデータ

管理等）で構成され、TOT（Training of Trainers）や種苗生産研修等に用いられてきて

いる。 

これらに加えて、中核養殖農家、普及スタッフ、一般農家向けのビデオ教材が準備

されており、2014 年 8 月に完成する予定である。 

 

成果 2：対象地域の状況に適合した養殖技術が実践される。 

成果 2 は達成されている。 

＜指標＞ティラピア養殖技術に係る、少なくとも 2 つの技術パッケージと少なくとも

2 つの研修・普及教材が作成される（技術パッケージは普及スタッフと中核養殖農家

対象のものと養殖農家向けのものを想定。研修・普及教材は池中養殖と稲田養殖用）。

現地実証試験が行われ、その結果に基づいて、2 つの技術パッケージ「中核養殖農

家のためのティラピア養殖と飼育」、「一般農家のためのティラピア養殖と飼育」が作

成された。これらのパッケージは、TOTと農民間研修の教材として用いられている。

中核養殖農家と普及スタッフ向けの研修・普及教材は、種苗生産にも共通して用い

られる教材として作成されている。コンポーネントは、①水質管理②ティラピア養殖

と飼育③生物学的分類法④給餌と栄養⑤PATIMAと農民間連携⑥養殖適地選定⑦養殖

記録手法⑧養殖普及である。 

 

成果 3：普及員の能力が強化される。 

成果 3 はおおむね達成されている。 

＜指標＞中核養殖農家の育成と種苗生産の支援をすることができる普及員が少なくと

も 15 名養成される。 

2014 年 5 月現在、普及チームには 13 名の普及スタッフが配置されている。当初、

対象地域に普及の枠組みが無かったことを考えれば、大きな進歩であり指標 3 につい

てはほぼ達成したと考えてよい。しかし、現在、普及員の業務の中核を担っているの

は、プロジェクトの運営資金（日本側）で契約を結んでいるNGOのメンバー3 名であ

り、プロジェクト協力期間終了とともに普及チームを離脱する可能性があるため、プ

ロジェクトの持続性を考えた場合には対応が必要である。 
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郡 メンバー数 構  成 

マジュンガII 5 ブエニ県職員（1）、NGO（1）、CSA（1）、DRRHP（1）、MRHP（1） 

マルブアイ 4 ブエニ県職員（1）、NGO（1）、CSA（1）、CiRRHP（1） 

アンバトブエニ 4 ブエニ県職員（1）、NGO（1）、CSA（1）、C/P（1）、CiRRHP（1） 

 

成果 4：農民から農民への普及アプローチが開発される。 

終了時評価時点における成果４の達成度合いは、部分的であるものの、プロジェク

ト終了までに達成されることが見込まれる。 

＜指標 1＞周辺農家への種苗の供給、養殖技術の普及を担う中核養殖農家が 25 名以上

養成される。 

2014 年 5 月時点で、中核養殖農家の数は 26 名となった。これまでに、26 名の中核

養殖農家のすべてが農民間研修の講師を担当しており、指標 4-1 は達成されたといえ

る。 

＜指標 2＞各中核養殖農家により年間 4 万尾以上の種苗が養殖農家に供給される。 

26 名の中核養殖農家のうち 21 名が種苗生産を開始している（その他、中核養殖農

家候補の 1 名が種苗生産を開始した）。プロジェクトチームのデータによれば、21 名

の中核養殖農家の種苗生産の平均値はおよそ 3 万 1,000 尾で、最小の 4,000 尾から最大

の 7 万 8,000 尾までバラツキがある。 

養殖池の数や面積などのインフラの違いや、中核養殖農家の経験の多寡によると推

察される。21 名の中核農家のなかには、種苗生産の経験が 1 年未満の者も含まれてい

る。実際、種苗生産に 1 年以上の経験をもつ 8 名の中核農家の種苗生産の平均はおよ

そ 5 万 7,000 尾である。 

今後、中核養殖農家が経験を積むに従って、年間種苗生産量は、4 万尾を上回ってい

くものと予想される。なお、現状では、ティラピア養殖を開始した農家の数がまだ少

ないため、中核養殖農家から養殖農家への種苗配布は、まだ行われていない。 

＜指標 3＞中核養殖農家が実施する養殖技術研修に 750 名以上の農家が参加する。 

プロジェクトチームからの情報によれば、農民間研修に参加した農民の数は 2014

年 2 月末までに 1,146 名に達し、そのうちの 305（26.6％）名が養殖池の建設に取り組

むなど、ティラピア養殖に参加する動きを見せている。 

 

成果 5：県ティラピア養殖開発計画が策定される。 

成果 5 は達成が見込まれる。 

<指標＞改善された県ティラピア養殖開発計画が県政府により承認される。 

ワーキンググループを中心として、養殖開発計画策定のための計 6 回の会合が開催

された。マダガスカル側関係者〔MRHP、水産資源・漁業局（DRRHP）、ブエニ県、中

核養殖農家等〕による草稿が 2014 年 2 月に作成され、現在、ブエニ県政府による承認

を待っている状態である。 
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３－２ 終了時評価結果の要約 

妥当性：高い。本プロジェクトはマダガスカル側の開発政策、地域社会のニーズとの整合

性が高い。また、日本の援助方針とも合致している。 
有効性：やや高い。協力期間後半の進捗は改善され、アウトプット/プロジェクト目標の指

標はおおむね達成された。しかし、前半の遅れは完全には挽回できなかったこと、普及体

制の強化の必要性がみられること、中核養殖農家への技術移転がまだ十分とはいえない。

効率性：やや高い。投入は質・量・タイミングの点でおおむね良好であった。プロジェク

ト期間後半では活動の進捗も改善されアウトプットもおおむね達成された。進捗は計画

に対してやや遅れている。 
インパクト：制度（養殖普及体制の構築）、技術（ティラピア養殖技術）、経済（ティラピ

ア販売による養殖農家の収入向上）などのインパクトがみられた。負のインパクトは現

在のところみられない。 
持続性：中程度。開発政策との整合性の高さから、政策的な支援を期待しつつも、2015 年

以降のティラピア養殖普及活動のための予算措置についてはまだ未確定である。 
 
（1）中間レビューの提言の実施状況 

終了時評価時点における中間レビューの提言の実施状況は、以下のとおりである。 
 

 提言内容 実施状況 

1 上位目標の定量的指標（上位目標については 2013

年 9 月までに決定すること） 

上位目標の指標（収入の増加割合）

がまだ定められていない 

2 養殖農家の収入（上位目標）に関連する指標の検

証を行うこと 

まだ検証されていない 

3 普及スタッフ（指標 3）と中核養殖農家（指標 4-1）

の能力強化の状況に対する検証を行うこと 

まだ検証されていない 

 
３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 
特に無し。 

（2）実施プロセスに関すること 
1）中核養殖農家の大半は、農民間研修の講師を務めるなどのプロジェクト活動に積極的

に取り組んできた。このことは、プロジェクト活動の進捗だけでなく、彼ら自身の養殖

技術への理解と経験の向上につながっている。 
2）プロジェクトによって、日本、インドネシア、カンボジアでの海外研修も含む各種の

研修、セミナー、ワークショップなどが開催され、C/P、中核養殖農家、普及スタッフ

など､関係者の意欲の継続に効果的であった。  
3）養殖普及チームを組織するにあたり、ブエニ県、MRHP、DRRHPなど、関係組織の協

力が得られ、円滑に組織化が進んだこと。 
4）中間レビューの提言を受け、内部会議、合同調整委員会（JCC）会議等での作業計画
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の共有が徹底され、プロジェクト活動のモニタリングを実施したこと。 
 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること  
特に無し。 

（2）実施プロセスに関すること 
1）プロジェクト前半に、対象地域内に適切な工事業者がいなかったことにより、種苗生

産施設準備、あるいは、養殖池の改善が遅れた。 
2）2013 年 10 月から 2014 年 5 月の雨期に、マダガスカル北西部を豪雨が襲い、プロジ

ェクト対象地域の中核養殖農家でも、養殖池の堰堤が破壊や湛水などで飼育していた魚

が流出するなどの被害が出た。 
3）対象地域では、いわゆる遠隔地に住む農民も多く、道路網が未整備なことから、アク

セスが困難であった。特に雨期には、道路の状態が著しく悪化し、通信手段をもたない

農民への技術支援が阻害された。 
 
３－５ 結論 

合同評価チームは、現場視察、関係者へのインタビュー、マダガスカル側政府関係者との

一連の協議などから得た情報を分析し、評価 5 項目によるプロジェクトの評価を実施した。 
その結果、プロジェクトは、マダガスカルの開発政策、対象地区の住民のニーズ、日本の

援助方針等と高い整合性を有し、終了時評価時点でも高い妥当性をもつことが確認できた。

また、制度、経済、技術面で正のインパクトをもたらしたことを確認した。 
協力期間後半の進捗は改善し、前半の遅れを完全に挽回したとまではいえないが、成果、

プロジェクト目標の指標はおおむね達成された。 
しかし、課題が残されていることも明らかとなった。例えば、中核養殖農家は 26 名が選抜

され、指標は満足しているものの、まだ、経験の不足から、周辺の農家への支援を行うレベ

ルには達していない中核農家も含まれている。また、中核農家による農民間普及システムを

含む普及体制の形は整いつつあるものの、継続的な強化が必要である。これらの課題の存在

と、若干の進捗の遅れが有効性と効率性の評価を下げた。  
持続性については、妥当性の高さから政策的な支援を期待しつつも、現時点では、対象 3

郡での活動を継続するためのマダガスカル側の予算措置について見通しが立っておらず、ま

た、普及体制の強化のための人材確保にも課題がみられるため中程度と評価した。  
以上の分析の結果、プロジェクトチームがこれらの課題にプロジェクト終了時までに集中

して対応し、また、日本側が、プロジェクト終了後の技術支援のフォローアップ活動を実施

すれば、プロジェクト目標の達成が見込まれるため、プロジェクトは予定どおり、2014 年 9
月をもって終了することが妥当と結論する。 
 
３－６ 提言 

（1）プロジェクトチームへの提言 
1）優先活動項目の明確化 

2014 年 9 月のプロジェクト終了後は、マダガスカル側が独力で対象地域のティラピ
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ア養殖にかかわる活動を継続していく必要がある。 
プロジェクト終了までの期間が限られているため、プロジェクトチームは、残りの期

間に優先して取り組むべき活動内容を整理し、プロジェクトの持続性を高めるように効

率的に活動するべきである。優先項目のなかには、中核養殖農家の自立を確実なものと

するための種苗生産技術の移転、普及システムの課題の明確化と改善提案（例：中核養

殖農家ネットワークの確立）を含めるべきである。また、この優先項目の明確化のなか

で、マダガスカル側のC/Pの追加配置、養殖技術者の新規雇用も検討することが必要で

ある。 
2）ティラピア販売（マーケティング）支援 

プロジェクトチームは、ティラピアの販売を促進し、市場価値を高めるために、農民

に対して、技術的な助言を行うこと。また、コミューンレベルでの広報活動（ラジオな

ど）にも協力を行うこと。 
3）データ収集 

プロジェクト終了 3 年後の事後評価実施時に、プロジェクトの有効性を正確に評価す

ることが可能となるように、統計資料、サンプリング調査、試験、自己評価、質問票な

ど、適切な手段を講じて、データを収集すること。具体的な内容は以下のとおり。 
・上位目標の指標の設定 
・養殖農家の収入に関するデータ 
・普及スタッフと中核養殖農家の能力に関するデータ 

4）アンボロマランディ（Amboromalandy）湖の生け簀の処置 
プロジェクトチームは、終了時までに、アンボロマランディ湖の生け簀の今後の管理

について、誰がどのように行うか、関係者と協議のうえ、具体的に決定しておくこと。

マダガスカル側の予算措置がなされないことが予想される場合には、生け簀の撤去も選

択肢として考慮すること。 
 
（2）マダガスカル側への提言 

1）ブエニ県ティラピア養殖開発計画 
「ブエニ県ティラピア養殖開発計画（2014～2018）」がマダガスカル側関係者によって、

2014 年 1 月に作成されている。マダガスカル側は、この計画を着実に実施するとともに、

計画の実行可能性を高めるために、プロジェクトの経験を反映した改定、改善を行うこ

と。 
2）CDA（旧CDCC）の活動と役割について 

中核養殖農家のなかには、日本より導入したニロチカ種の親魚（Nilo-JICA）の飼育を

始めた者もおり、これは、プロジェクトの持続性の観点から望ましいことといえるが、

一方、プロジェクト開始時点から、養殖開発センター（Aquaculture Development Center：
CDA）は親魚管理を実施してきており、専門的な知見を蓄積している。 

CDAは、今後も、マダガスカル国内でのティラピアの親魚管理と育種に関する活動を

続け、当該分野の拠点として、中核養殖農家に対して技術的な支援を行っていくことが

望まれる。また、ティラピア在来種の育種に関する研究活動も、CDAを中心に行ってい

くべきである。 
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3）中核養殖農家の返済のモニタリング 
また、プロジェクトは、中核養殖農家が 2 年以内に総額の 20％を種苗で返済すること

を条件に（種苗 1 尾当たり 50MGA）、養殖池の建設と必要な資材にかかる費用を負担し

てきた。 
MRHPは資金援助を受ける中核養殖農家との間で資金援助と返済の条件についての覚

え書きを交わしているが、現在までに、26 名の中核農家中、既に 10 名が返済を済ませ

ている。 
マダガスカル側は、返済を済ませていない中核農家に対して、プロジェクト終了後に、

どのように返済のモニタリングを行うかについて、関係者と協議し、具体的に決定して

おくこと。 
 
（3）日本側への提言 

フォローアップ支援 
日本側は、プロジェクト期間中、また、終了後、注意深くプロジェクトのモニタリン

グを行い、必要に応じてフォローアップ支援の実施を検討すること。また、マダガスカ

ル側に対して、フォローアップ支援への申請手続きの方法や、可能な財源（無償資金協

力、見返り資金利用など）に関する情報を提供すること。 
 

３－７ 教訓 

（1）農民間普及システム 
プロジェクト開始時、対象地域には、マダガスカル側の養殖普及体制は存在していな

かった。 
そのため、プロジェクトは、普及体制の構築を急ぐとともに、農民間普及システムの

コンセプトを採用した。現在、普及チームとともに、選抜された 26 名の中核養殖農家

が、農民間普及の役割を担い、プロジェクト活動に積極的に関与している。  
公的な普及システムが脆弱な地域で、村落開発のプロジェクトを実施する場合、農民

間普及は、有効な解決手段として機能する可能性が高いため、計画策定時に念頭におく

べきコンセプトである。 
 
（2）普及活動に必要な予算の確保 

本プロジェクトでは、技術開発に加え、県の養殖開発計画の策定を行うこととしてお

り、調査時点ではワーキンググループを中心とした会合が計 6 回行われている。同計画

が策定され、県政府による承認がなされたのちには、本計画を実施するための措置が県

政府あるいは中央政府により取られることになるが、事業活動実施に必要な予算確保の

ためにもプロジェクトの実施過程で、必要最低限の普及経費については、あらかじめ政

府の認識を高め、予算措置を促すことが有効と考えられる。 
 
（3）アクセスが困難な地域への技術普及について 

本プロジェクトの活動を行ったブエニ県のうちの３郡においては、自然環境的に養殖

適地と不適地があるが、協力を行う場合、自然環境の視点に加え、人員的見地あるいは



 

x 

 

 

 

予算的見地から先方政府の普及能力の及ぶ範囲を視野に入れるとともに、更には技術指

導を受けた養殖農民が習得した技術を用いて生産した養殖魚を販売するときの輸送手

段確保・市場確保（アクセス）の可能性を視野に入れたうえで普及を行っていくことが、

限られた普及活動予算を合理的に使用するうえでは不可欠の判断となる。特に限られた

期間で成果を上げることを求められる技術協力においては、多角的視点から活動（普及）

の場所を選定することが望ましい。 
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第１章 調査の概要 
 

１－１ 背景・目的 

（1）協力の背景 
マダガスカル共和国（以下、「マダガスカル」と記す）は、南アフリカ沖のインド洋に面

し、世界で 4 番目の面積を有する島国である｡面積はわが国の 1.6 倍にあたる 58.7 万 Km2、人

口は 2012 年現在 2,230 万人である。 
同国は近年着実な経済成長を遂げてきたが､2009 年の政変で経済が低迷し、GDP の増加は

停滞している。2010 年の時点で、国際的な貧困ライン（購買力平価で 1 日 1.25 米ドル）以下

の人口、マダガスカルが定める貧困ライン以下の人口は、それぞれ 81.3％と 76.5％である。（世

界開発指標/世界銀行/2012 年及び国家統計局/2012 年）。後者については、2005 年の 68.7％か

ら更に悪化しており、貧困の克服が喫緊の課題となっている。 
マダガスカルでは､国民の 70％以上が農業に従事し、農村地域に居住している。国家統計

局の統計によれば、都市部の貧困率 54.2％に対して、農村部の貧困率は 82.2％に達しており、

したがって、農村部の住民に対する貧困対策が重要な意味をもっている。 
このような状況の下、漁業と養殖は、マダガスカルの経済発展に貢献する重要な分野と位

置づけられている。「漁業と水産マスタープラン（2004～2007）」では、淡水魚の生産高を増

やし､増加する人口の食料需要に応えるとともに、水産物の輸出によって外貨獲得の強化をめ

ざすとしている。 
沿岸部と内陸部での内水面漁業と養殖は農民の収入源を多様化し、同時に国民のタンパク

質摂取量を増加するために有効な手段である。なかでも、ティラピアの養殖は、技術的に比

較的容易であり、通年の種苗生産が可能であること、淡水だけでなく汽水域でも養殖が可能

なことから、これらの目的達成の手段として、最適なものの 1 つである。さらに、ティラピ

アは、マダガスカルの人々の食の嗜好にかなっている。ティラピアをはじめとする淡水魚は

地方の人々にとって、主要なタンパク源の 1 つであり、地方の市場で高い需要がある。 
ブエニ県は国の北西部に位置し、他の多くの地域と同様に長年の貧困問題を抱えてきた。

2009 年の貧困率は 89.1％に達したが、2010 年の国家統計局の統計では 71.6％と改善の兆しも

みえる。沿岸漁業とエビ養殖は地域の住民の重要な収入源であったが、近年は不振に陥って

おり、農業生産性の低さと相まって、貧困の原因の 1 つとなっている。 
しかし、同県は、ティラピアの養殖については、高いポテンシャルを有している。年間を

通じて温暖な気候（年平均気温 27 度）や 降雨量（年間降雨量 1,000～1,500mm）はティラピ

ア養殖に適している。また、稲作が盛んであり、水田や氾濫原が養殖地として利用できると

いう利点もある。 
これらの状況を鑑み、2006 年マダガスカル政府は、わが国に対して、ティラピア養殖の普

及を通じて、マジュンガ地区の農民の生計向上と生活改善を達成するための「北西部マジュ

ンガ地区ティラピア養殖普及を通じた村落開発プロジェクト」（以下、「プロジェクト」）技術

協力を求めてきた。 
これに対し、国際協力機構（JICA）は第 1 及び第 2 次事前調査団を、それぞれ 2007 年、

2009 年に派遣した。事前調査の結果に基づき、2010 年 12 月に討議議事録（Record of 
Discussions：R/D）が合意・署名され、プロジェクトは 3 年半の協力期間で、2011 年 4 月より



 

－2－ 

開始されている。 
これまで本プロジェクトでは、総括、副総括、種苗生産技術、親魚管理、養殖技術、飼料

開発、コイ養殖、養殖普及、組織化、研修、業務調整等の指導分野の専門家が派遣されてい

る。 
 

（2）協力の概要 
1）プロジェクトの基本計画 

プロジェクトの基本計画は 2012 年 10 月に作成されたプロジェクト・デザイン・マトリ

ックス（PDM）（PDM Ver.4.0/付属資料 3）に記述されたとおりである。以下に、その一部

を抜粋して示す。 
 

上位目標 
ティラピア養殖普及を通じ、プロジェクト対象地域の農家の生計が向

上する。 

プロジェクト目標 ティラピア養殖普及システムが、対象地域において構築される。 

成 果 

1．対象地域の状況に適合した種苗生産技術が開発される。 
2．対象地域の状況に適合した養殖技術が実践される。 
3．普及員の能力が強化される。 
4．農民から農民への普及アプローチが開発される。 
5．県ティラピア養殖開発計画が策定される。 

 
詳細な活動については活動計画表（付属資料 4）に示すとおりである。 

 
2）協力期間 

3 年半（2011 年 3 月より 2014 年 9 月） 
3）実施機関 

責任機関：水産資源･漁業省（Ministry of Fishery Resources and Fishery：MRHP） 
4）対象地域 

ブエニ県の 3 郡：マジュンガ II 郡、マルブアイ郡、アンバトブエニ郡 
5）ターゲット・グループ 

農民、漁民、関係諸機関の行政官 
 

（3）調査の目的 
終了時評価調査の目的は以下のとおりである。 

1）プロジェクト開始（2011 年 4 月）以来のプロジェクトの進捗と成果を PDM（PDM Ver.4.0 
2012 年 10 月の第 4 回 JCC にて承認）と活動計画（Plan of Operation：PO）（PO Ver.3.0）2014
年 2 月の第 6 回 JCC にて承認）に照らして確認すること 

2）マダガスカル・日本側双方の合同評価チームによって、プロジェクトを評価 5 項目（妥

当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）を用いて総合的に評価すること 
3）プロジェクトの持続性を確保するため、残りのプロジェクト期間において解決すべき課

題・問題を明らかにし、関係者間で、将来のプロジェクトの方向性を議論し、提言を行う。 
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4）評価調査結果に基づいて、合同評価報告書を含む協議議事録（Minutes of Meetings：M/M）

を作成し、マダガスカル側と合意する。 
 

１－２ 調査団員の構成と調査日程 

（1）団員構成 
 
（日本側評価団員） 

担当分野 氏 名 所属先 

団長/総括 千頭 聡 JICA 国際協力専門員 

養殖普及 山尾 正博 広島大学大学院 教授 

計画管理 松本 賢一 JICA 農村開発部 乾燥畑作地帯第一課  

評価分析 東野 英昭 ㈱レックス・インターナショナル 

 
 
（マダガスカル側評価団員） 

氏名 所属先 

Mrs. RABOANARIJOANA Harilalao Zoelys 水産資源･漁業省 養殖局長  

Mr. RAZAFINDRAZAKA Tony Harilala 水産資源･漁業省 養殖局 淡水養殖課長 

Ms. RAZAFIARIVONY Reine Baovola 水産資源･漁業省 内部監査課長 

Mrs. RAOLINJATOVO Genevieve 水産資源･漁業省 プログラム･評価課長 

 
（2）調査日程 

2014 年 5 月 17 日～6 月 7 日（日程詳細は、付属資料 1 参照） 
 

１－３ 評価方法 

（1）評価デザイン 
評価デザインは、最新の PDM Ver.4.0 と PO Ver.3.0 に基づいて作成し、評価グリッド（付

属資料 5）として示すとおりである。 
 

（2）データ収集法 
日本・マダガスカル側双方が､合同で文献調査、現場視察、プロジェクト関係者へのイン

タビューなどを通じてデータ及び情報を収集した。 
 

（3）分析方法 
1）プロジェクトの達成状況 

収集したデータ･情報を、PDM の指標に基づいて検証し、投入、成果、プロジェクト目

標の達成状況を分析した。 
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2）実施プロセス 
プロジェクトの実施プロセスは、収集したデータ･情報を、主に PO に基づいて検証し、

活動が予定どおり行われたか、管理方法が適切であったか､促進･阻害要因は存在したか、

などについて分析した。 
 

3）評価 5 項目による評価 
以下に示す評価 5 項目によってプロジェクトの評価を取りまとめ、結論、提言、教訓を

導いた。 
① 妥当性（Relevance） 

プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が、受益者のニ

ーズに合致しているか、問題や課題の解決策として適切か、相手国と日本側の政策

との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当か、公的資金である

ODA で実施する必要があるかなどの「援助プロジェクトの正当性・必要性」を問う。 
 

② 有効性（Effectiveness） 
プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもたらされてい

るのか（あるいは、もたらされるのか）を問う。 
 

③ 効率性（Efficiency） 
主にプロジェクトの投入と成果の発現の関係に着目し、資源が有効に活用されてい

るか（あるいはされるか）を問う。投入の質・量・タイミングと、成果の発現に結

びついているかどうかを中心に検証する。 
 

④ インパクト（Impact） 
プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果を見る

視点。予期していなかった正・負の効果・影響を含む。 
 

⑤ 持続性（Sustainability） 
援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるいは持続

の見込みはあるか）を問う視点。  
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第２章 プロジェクトの実績と実施のプロセス 
 

２－１ 実績 

２－１－１ 投入 
日本側 
（1）専門家派遣 

2014 年 3 月末までに、10 名の専門家が派遣された （100.03 人/月）。詳細は付属資料 6
に示すとおりである。 

 
（2）現地業務費負担 

表２－１ 日本側の現地業務費負担 

 2011 年度 2012 年度 2013 年度 合計 

負担額（円貨） 31,028,667 36,564,949 48,638,026 116,231,642

負担額（現地貨換算）<* 716,762,208 844,650,322 1,123,538,401 2,684,950,931

<*交換比率 1.0JPY=MAG 23.1 にて算出 

 
日本側の支援により、養殖開発センター（Aquaculture Development Center：CDA1）（旧

CDCC）のインフラ整備については、種苗生産と養殖施設（飼育槽、深井戸掘削、濾過シ

ステム改修）等が実施され、2012 年の初めに完了している。また、2014 年 2 月には、コ

ンクリート製の水槽を補修し、一部は FRP 製の水槽に置き換えたほか、酸素供給ブロワー

や、ポンプなどが設置された。 
 
（3）本邦及び海外研修 

プロジェクトの円滑な実施のために、マダガスカル側カウンターパート（Counterpart：
C/P）の本邦研修と、第三国研修が行われ、本邦に 7 名、インドネシアに 5 名、カンボジ

アに 6 名が派遣された。また、タイのバンコクで 2013 年 12 月に開催された小規模淡水養

殖普及国際シンポジウムに、プロジェクトから 4 名（C/P：1 名、中核養殖農家：1 名、普

及員：1 名、日本人専門家：1 名）が参加し、本プロジェクトの活動に関するプレゼンテ

ーションを実施した。 
 

表２－２ 本邦研修 

No. 派遣者氏名 研修内容 派遣期間/受入れ先 

1 Miarisoa Razafindrabe 
漁村開発におけるジェンダ

ー主流化に関する日本の事

例視察及び計画立案 
2013 年 1 月 20 日～3 月 7 日 

2 
RABOANARIJAONA 
Harilalao Zoelys 

持続的漁村開発に関する日

本の事例視察及び計画立案 
2013 年 2 月 24 日～ 
4 月 21 日 JICA 横浜国際センター

3 Iavison FIAREMA 同上 同上 

                                                        
1 CDAは、2012年10月に、CDCC（エビ養殖開発センター）から改組された。 
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4 Rahantarimalala Vero 
漁村開発におけるジェンダ

ー主流化に関する日本の事

例視察及び計画立案 

2014 年 1 月 19 日～ 
3 月 6 日 JICA 横浜国際センター 

5 
Felaniaina 
Lantovololona 

同上 同上 

6 
RAZAFINDRAZAKA 
Tony Harilala 

持続的漁村開発に関する日

本の事例視察及び計画立案 
2014 年 3 月 2 日～ 
4 月 27 日 JICA 横浜国際センター

7 
RAMAROKOTO 
Andriamanohisoa 
MAMI 

同上 同上 

 
表２－３ 2 年次第三国研修（インドネシア） 

No. 派遣者氏名 研修内容 派遣期間/受入れ先 

1 
RAZAFINDRAZAKA 
Tony Harilala 

種苗生産にかかわる技術研修

2013 年 1 月 30 日～2 月 17 日 
ジャンビ淡水養殖開発センター

（インドネシア海事漁業省） 

2 
RASOANOROHANTA 
Jocelyne 

同上 同上 

3 
RAZAFINAIVOLA 
Benoît 

同上 同上 

4 
ANDRIANAIVO 
Andomamy 

同上 同上 

5 
LANTOVOLOLONA 
Felaniaina 

同上 同上 

 
表２－４ 3 年次第三国研修（カンボジア） 

No. 派遣者氏名 研修内容 派遣期間/受入れ先 

1 
RASOJIVOLA 
Jean Emile 

カンボジアの養殖普及シ

ステムの事例視察） 
2013 年 8 月 16 日～8 月 24 日 
カンボジア国農林水産省 

2 
Dr. RADERANJANAHARY 
Philipson 

同上 同上 

3 
RAZANADRALAHATRA 
Herizo 

同上 同上 

4 
RAMAHENINKAJA 
Jocelin Yves 

同上 同上 

5 MIARETSOA Longondraza 同上 同上 

6 RAZAFINDRABE Miarisoa 同上 同上 

 
（4）資機材供与 

総額およそ 2,400 万円 （現地貨換算額：5.56 億 MGA がこれまでにマダガスカル側に供

与された。詳細は付属資料 7 に示すとおりである。 
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マダガスカル側 
（1）カウンターパート（C/P） 

2014 年 4 月末現在で、合計 15 名の C/P が配置されている。内訳は、MRHP 6 名/CDA 5
名/水産資源・漁業局（DRRHP）4 名である。 

プロジェクトの初期においては、CDA の C/P が 1 名しか配置されず、プロジェクト活動

の実施に支障があった。 しかし、その後は、マダガスカル側の努力もあり、これまでに

延べ 23 名の C/P が配置され、若干の異動があったものの、C/P の人数は現在まで、おおむ

ね 15 名程度で安定している。 
マダガスカル側 C/P の詳細は、付属資料 8 に示すとおりである。 

 
（2）マダガスカル側の運営資金負担 

マダガスカル側は、C/P の給与や光熱費等を負担している。  
 
（3）施設と機材等 

マダガスカル側は、以下に示す執務スペースをブエニ県の CDA と DRRHP 内で提供して

いる。 
 

表２－５ マダガスカル側の提供執務スペース 

位置 提供している施設 

CDA/アンブロビー 専門家と C/P 執務室、実験室、飼育槽、倉庫等 

CDA/アンシャハンビンゴ 専門家と C/P 執務室、水槽、研修・宿泊施設 

DRRHP/マジュンガ 専門家、C/P、プロジェクトスタッフ執務室、会議室、実験室

 
２－１－２ 成果の達成状況 
（1）概要 

プロジェクトの前半では、対象地域の状況に適合した種苗生産技術の確立（成果 1）と

養殖技術の実践（成果 2）に関する活動については、計画に対する遅れが指摘されていた。

CDA における親魚管理技術開発への過度な集中、適切な工事業者不在による種苗生産施設

準備と養殖池改善の遅れが進捗を妨げた。しかし、プロジェクトの後半では、前半に実施

したさまざまな現場実証試験の結果を踏まえ、地域で調達可能な資源（家畜の排泄物や米

ぬかなど）を活用した簡易で低投入な養殖技術（施肥養殖）の導入を軸として活動が進め

られ、進捗は大幅に改善した。 
対象地区に MRHP、あるいはブエニ県の養殖普及の行政システムが無かったことから、

普及スタッフの能力強化（成果 3）と農民間普及アプローチ（成果 4）については､プロジ

ェクトにとっての難題であった。農民間普及で中心的な役割を期待された中核養殖農家

（候補）は養殖の経験がほとんど無く、また、農民の多くは養殖施設も、導入のための資

金もほとんど持っていなかったことから、プロジェクトは養殖普及体制の構築に、ほとん

ど一からの取り組みを余儀なくされた。しかし、マダガスカル・日本側双方の努力によっ
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て、普及チームの原型が 2012 年 6 月に出来上がり、ブエニ県の養殖普及の基盤は築かれ

たと評価できる。今後の強化は必要なものの、2014 年現在、普及チームには 13 名が所属

している。 
県ティラピア養殖開発計画の策定（成果 5）については、マダガスカル側関係者（MRHP、

DRRHP、ブエニ県、中核養殖農家等）による草稿が 2014 年 2 月に作成され、現在、ブエ

ニ県政府による承認を待っている状態である。 
 
（2）指標による各成果の達成状況 
 

成果 1：対象地域の状況に適合した種苗生産技術が開発される。 
 

指標 1：ティラピア種苗生産に係る、少なくとも 1 つの技術パッケージと少なくとも 1 つの

研修・普及教材が作成される（普及スタッフと中核養殖農家対象）。 
プロジェクト開始以来、実施されたさまざまな実証試験の結果に基づき、2013 年 12 月、

技術パッケージ「ティラピア種苗生産技術」が作成された。パッケージの中身は「ティラ

ピア種苗生産」と「真鯉種苗生産」の 2 つに大別される。 
研修･普及教材としては、「ティラピア種苗生産」が 2013 年 12 月に完成した。実践的な

技術内容（例えば、目視による種苗の雌雄判別、水質管理、データ収集とデータ管理等）

で構成され、TOT（Training of Trainers）や種苗生産研修等に用いられてきている。 
これらに加えて、中核養殖農家、普及スタッフ、一般農家向けのビデオ教材が準備され

ており、2014 年 8 月に完成する予定である。 
 

成果 2：対象地域の状況に適合した養殖技術が実践される。 
 

指標 2：ティラピア養殖技術に係る、少なくとも 2 つの技術パッケージと少なくとも 2 つの

研修・普及教材が作成される（技術パッケージは普及スタッフと中核養殖農家対象のも

のと養殖農家向けのものを想定。研修・普及教材は池中養殖と稲田養殖用）。 
成果 1 の場合と同様に、養殖技術にかかわるさまざまな現地実証試験が行われ、その結

果に基づいて、2 つの技術パッケージ「中核養殖農家のためのティラピア養殖と飼育」、「一

般農家のためのティラピア養殖と飼育」が作成された。これらのパッケージは、TOT と農

民間研修の教材として用いられている。 
中核養殖農家と普及スタッフ向けの研修・普及教材は、種苗生産にも共通して用いられ

る教材として作成されており、以下の 8 つの内容を含む。 
 

表２－６ 中核養殖農家と普及スタッフ向け研修教材 

構成内容 

①水質管理 ⑤PATIMA と農民間連携 

②ティラピア養殖と飼育 ⑥養殖適地選定 

③生物学的分類法  ⑦養殖記録手法 

④給餌と栄養素 ⑧養殖普及 
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一般の農家向けに､内容を簡素化して「農民間研修教材」が作成されている。また、上

述したとおり、プロジェクトでは、ティラピアの飼育技術に関してのビデオ教材を準備中

であるが、これは、中核養殖農家、普及スタッフ、一般農家のすべてを対象としているも

のである。稲田養殖の普及マニュアルは、プロジェクト終了時までには作成される予定で

ある。 
 

成果 3：普及員の能力が強化される。 
 

指標 3：中核養殖農家の育成と種苗生産の支援をすることができる普及員が少なくとも 15
名養成される。 
ベースライン調査の結果、現行のマダガスカルの行政システムのなかでは、対象地域の

養殖普及の仕組みが無いことが判明した。 
この状況に対応するために、プロジェクトは人員の配置について、MRHP、ブエニ県と協

議を重ねた。また、これに加えて、2012 年 6 月には、対象地域の村落開発に知見をもつ NGO
と契約を締結し、普及活動の一部を委ねることとした。その結果、ブエニ県職員、NGO ス

タッフとプロジェクト C/P による普及チームが組織されることとなり、普及活動の基礎が

整った。 
2012 年 9 月には、プロジェクトからの要求に応えて、各郡の農業サービスセンター

（Agricultural Service Center：CSA）の事務所が、普及チームに 1 名ずつ、合計 3 名のスタ

ッフを配置した。また、2013 年には郡水産資源局がマルブアイとアンバトブエニ郡に設置

され、普及チームに 2 名が配置された。 
2014 年 5 月現在、普及チームには 13 名の普及スタッフが配置されているが、当初、対象

地域に普及の枠組みが無かったことを考えれば、大きな進歩であり、指標 3 についてはほ

ぼ達成したと考えてよい。しかし、プロジェクトの持続性を考えた場合には、課題がみら

れる。すなわち、現在、普及員の業務の中核を担っているのは、プロジェクトの運営資金

（日本側）で契約を結んでいる NGO のメンバー3 名であり、プロジェクト協力期間終了と

ともに普及チームを離脱する可能性がある。 
プロジェクトは、対象 3 郡での農民間普及システムの構築（成果 4）をめざしてきており、

また、それを強化するべく中核養殖農家間のネットワークづくりの動きも見られるが、農

民間普及システムが完全に機能するには、まだ、相応の時間が必要とみられる。 
 

表２－７ 2014 年 5 月現在の郡ごとの普及チームの構成 

郡 メンバー数 構成 

マジュンガ II 5 ブエニ県職員（1）、NGO（1）、CSA（1）、DRRHP（1）、MRHP（1）

マルブアイ 4 ブエニ県職員（1）、NGO（1）、CSA（1）、CiRRHP（1） 

アンバトブエニ 4 ブエニ県職員（1）、NGO（1）、CSA（1）、C/P（1）、CiRRHP（1） 

 
成果 4：農民から農民への普及アプローチが開発される。 
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指標 4-1：周辺農家への種苗の供給、養殖技術の普及を担う中核養殖農家が 25 名以上養成

される。 
中間レビュー時点（2012 年 10 月）では、5 名の中核養殖農家と 26 名の中核養殖農家候

補が選定されていた。それ以降、プロジェクトは、これらの農家の技術力、知識の向上を

研修やワークショップの開催や指導を通じて支援してきた。その結果、2014 年 5 月時点で、

中核養殖農家の数は 26 名となった。これまでに、26 名の中核養殖農家のすべてが農民間研

修の講師を担当しており、指標 4-1 は達成されたといえる。 
 

指標 4-2：各中核養殖農家により年間 4 万尾以上の種苗が養殖農家に供給される。 
中間レビュー時点（2012 年 10 月）では、中核養殖農家は、まだ種苗生産を開始していな

かった。2014 年 5 月時点では、明らかな進歩が見られ、26 名の中核養殖農家のうち 21 名

が種苗生産を開始している（その他、中核養殖農家候補の 1 名が種苗生産を開始した）。プ

ロジェクトチームのデータによれば、21 名の中核養殖農家の種苗生産の平均値はおよそ 3
万 1,000 尾で、最小の 4,000 尾から最大の 7 万 8,000 尾までバラツキがある。 

これは、池の数や面積などのインフラの違いのほかに、中核養殖農家の経験の多寡によ

るところが大きいと推察される。21 名の中核農家のなかには、種苗生産の経験が 1 年未満

の者も含まれている。実際、種苗生産に 1 年以上の経験をもつ 8 名の中核農家の種苗生産

の平均はおよそ 5 万 7,000 尾である。 
今後、中核養殖農家が経験を積むに従って、年間種苗生産量は、4 万尾を上回っていくも

のと予想される。なお、現状では、ティラピア養殖を開始した農家の数がまだ少ないため、

中核養殖農家から養殖農家への種苗配布は、まだ行われていない。 
 

指標 4-3：中核養殖農家が実施する養殖技術研修に 750 名以上の農家が参加する。 
プロジェクトチームからの情報によれば、農民間研修に参加した農民の数は 2014 年 2 月

末までに 1,146 名に達し、そのうちの 305（26.6％）名が養殖池の建設に取り組むなど、テ

ィラピア養殖に参加する動きを見せている。 
 

成果 5：県ティラピア養殖開発計画が策定される。 
 

指標 5-1：改善された県ティラピア養殖開発計画が県政府により承認される。 
第 1 回 JCC で承認されたワーキンググループによる事前準備のためのミーティングが 2

回（2011 年 10 月及び 2012 年 2 月）開催され、開発計画策定の、地域の養殖振興について

意見を交わした。その後、ワーキンググループを中心として、養殖開発計画策定のための

計 6 回の会合が開催された。マダガスカル側関係者（MRHP、DRRHP、ブエニ県、中核養

殖農家等）による草稿が 2014 年 2 月に作成され、現在、ブエニ県政府による承認を待って

いる状態である。 
 
２－１－３ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：ティラピア養殖普及システムが、対象地域において構築される。 
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指標 1：中核養殖農家の収入が 30％以上増加する。 
中間レビューの時点では、種苗配布の遅れから、2 名の中核農家がティラピア養殖を

開始しただけであった。 
終了時評価の時点では、26 名の中核養殖農家のなかで、7 名が既にティラピア（種苗

と成魚）を販売している。これらの 7 名について、現時点で入手可能なティラピア販売

と農業収入（ティラピア養殖を行わない場合）のデータによれば、7 名の収入は、ティ

ラピア養殖で大幅に増加し、増加率は平均 125.3％に達した。 
 

表２－８ 7 名の中核養殖農家のティラピア販売による収入増加    （単位：MGA） 

No. 
（1）農業収入 
（稲作と家畜） 
 

（2）ティラピア

種苗販売による

収入 

（3）ティラピア

成魚販売による

収入 

（4）収入計 
〔（1）+（2）+（3）〕 
 

（5）収入の増加

割合（%） 
［（4）/（1））-1］

1 1,440,000 1,765,000 51,5000 3,720,000 158.3

2 1,900,000 1,350,000 1,075,000 4,325,000 127.6

3 960,000 915,000 1,010,000 2,885,000 200.5

4 3,400,000 2,351,500 2,688,000 8,439,500 148.2

5 1,700,000 1,503,500 510,000 3,713,500 118.4

6 1,770,000 1,015,000 680,000 3,465,000 95.8

7 2,280,000 500,000 975,000 3,755,000 64.7

 （平均）1,921,429 （平均）1,342,857 （平均）1,064,714 （平均）4,329,000 （平均）125.3

 
2013 年に、中央高地で展開する「農民組織と農業サービス強化支援プロジェクト」（AROPA）2 

が大量のティラピアの買い付けを行ったため、これらの中核養殖農家の販売額が押し上げ

られた側面があることは留意しておく必要がある。しかし、このような大量の買い付けが

ないとしても、対象地域の農家の収入のベースが低いため、ティラピア養殖による収入が

加われば、指標が求める 30％の収入増加は十分に達成できると考えられる。  
また、プロジェクトは、中核養殖農家が 2 年以内に総額の 20％を種苗で返済することを

条件に（種苗 1 尾当たり 50 MGA）、養殖池の建設と必要な資材にかかる費用を負担してき

た。MRHP は資金援助を受ける中核養殖農家との間で資金援助と返済の条件についての覚

え書きを交わしているが、現在までに、26 名の中核農家中、既に 10 名が返済を済ませてい

ることからも、これまでのところ、ティラピア販売による収益の確保は順調であるといえ

る。 
 

指標 2：中核農家より養殖技術を普及された農家のうち 320 戸以上が、改良された技術を実

践する。 
プロジェクトチームからの情報によれば、農民間研修に参加した農民の数は 2014 年 2

                                                        
2 AROPAプロジェクトは、2009年より、IFAD、ADB、IBRD等の援助により中央高地で実施中。予定協力期間6年間。 
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月末までに 1,146 名に達し、そのうちの 305（26.6％）名が養殖池の建設に取り組むなど、

ティラピア養殖に参加する動きを見せている。 
これらの農家は、まだ、養殖を本格的に開始したわけではないが、今後、普及スタッフや

中核養殖農家による技術的な支援が機能し、これらの農家がティラピア養殖に成功すれば、

より多くの周辺農家がティラピア養殖に興味をもち、取り組みを開始することとなろう。 
 

２－１－４ 上位目標の達成見込み 

上位目標：ティラピア養殖普及を通じ、プロジェクト対象地域の農家の生計が向上する。 

指標：対象地域おいて技術移転を受けた農家の収入が XX％増加する。 

プロジェクトが進行するにつれて、より多くの農民がティラピア養殖に関心を示すようにな

っていることが関係者からの聞き取り調査で確認できた。前述したように、農民間研修に参加

した農民の数は 2014 年 2 月末までに 1,146 名に達し、そのうちの 305（26.6％）名が養殖池の

建設に取り組むなど、ティラピア養殖に参加する動きを見せている。 

現時点では、一般農家がまだ本格的に養殖を開始しておらず、データが入手できないため、

どの程度の収入が見込まれるのかについて、定量的な判断を行うのは難しい。しかし、前述し

たとおり、対象地域の農民の収入が低いため、ティラピア養殖は、収入の増加に大きく貢献す

ることが期待できる。 

 

２－２ 実施プロセス 

２－２－１ PDM の修正履歴 

現行の PDM Ver.4.0 は 2012 年 10 月に開催された第 4 回合同調整委員会（JCC）で承認され

た。変更点は、表 2-9 に取りまとめたとおりである。 
 

表２－９ PDM 修正履歴 

Version 修 正 承認時期 

Version 1.0  2010 年 12 月の M/M 添付 

Version 2.0 * ほとんどの指標が未完成であった。 2010 年 12 月の R/D 添付 

Version 3.0 

* いくつかの指標の修正（ベースライン調査から、

定量的要素の追加） 
* 活動 1-3 の修正 
* ティラピア種苗生産に係る技術試験を FOFIFA と

CDA の施設において行う。（Version 2.0）→ティラ

ピア種苗生産に係る技術試験を CDA の施設にお

いて行う。（Version 3.0） 

第 1 回 JCC（2011 年 8 月）で

承認 
 
 
 

Version 4.0 

* 上位目標の指標、プロジェクト目標の指標 2、ア

ウトプットの指標 （指標 1-1、2-1、2-2（削除）3、
4-2 を修正 

* 活動項目の記述を修正 （活動 1-1、1-5、1-6、2-6、
2-7、3-2、3-3、3-4、3-5） 

* 用語の修正（例：中核農家→中核養殖農家） 

第 4 回 JCC（2012 年 10 月）

で承認 
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２－２－２ 会議 
2012 年 9 月までに、プロジェクトの円滑な推進のために、以下表 2-10 の会議が行われた〔内

部会議（隔週会議）等を除く〕。 
 

表２－１０ 会議開催実績 

開催日時 名 称 参加者 

2011 年 5 月 6 日 インセプションレポート説明 13 

2011 年 8 月 2 日 第 1 回 JCC 会議 19 

2011 年 10 月 5 日 第 1 回ワーキンググループ会議 <* 21 

2011 年 10 月 21 日 第 2 回 JCC 18 

2012 年 2 月 20 日 第 2 回ワーキンググループ会議 20 

2012 年 3 月 1 日 第 3 回 JCC 会議 21 

2012 年 10 月 10 日 第 4 回 JCC 会議 44 

2013 年 2 月 25 日 第 3 回ワーキンググループ会議  32 

2013 年 3 月 8 日 第 5 回 JCC 会議 23 

2013 年 10 月 31 日 第 4 回ワーキンググループ会議 32 

2014 年 2 月 10 日 第 5 回ワーキンググループ会議 26 

2014 年 2 月 11 日 第 6 回 JCC 会議 26 

2014 年 6 月 3 日 第 7 回 JCC 会議（予定）  
<*： プロジェクトワーキンググループの立ち上げは、第 1 回の JCC で承認された。カウンターパート組織（MRHP、
DRRHP、CDA）のみでなく、対象地域の他の関係者（DRDR やブエニ県、郡、コミューン）も含めた情報の共

有と意見の交換である。 

 
３－２－３ 研修とワークショップ 

各種のトレーニング、ワークショップが開催された。詳細は付属資料 9 に示すとおりである。 
 

表２－１１ 研修とワークショップ 

研修･ワークショップタイトル 回数 参加者数 

養殖導入研修 （TOT）  7 254 

農民間研修 27 1,146 

農民参加型ワークショップ  9 356 

ジェンダーミーティング  1 34 

 
２－２－４ 広報活動 

さまざまな広報活動が行われ、プロジェクトに対する地域の人々、中央政府関係者などの関

心を高めてきた。ニュースレター、パンフレット、ブローシャ、ポスター配布をはじめとし、
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マスコミ（テレビ、ラジオ）によるインタビューなどが行われた。また、地域の恵まれない人々

に対する慈善活動も実施された。詳細は付属資料 10 に示すとおりである。 
 
２－２－５ 中間レビュー時の提言に対する対応 

中間レビュー時の提言に対しては、おおむね適切な対応がなされた。しかし、いくつか未着

手の提言が残されている。対応状況の詳細は、付属資料 11 に示すとおりである。 
 

提言内容 現在の状況 

上位目標の定量的指標（上位目標については 2013 年 9 月まで

に決定すること） 
・上位目標の指標（収入の増加割

合）がまだ定められていない 

養殖農家の収入（上位目標）に関連する指標の検証を行うこと ・まだ検証されていない 

普及スタッフ（指標 3）と中核養殖農家（指標 4-1）の能力強

化の状況に対する検証を行うこと 
・まだ検証されていない 

 
２－２－６ 促進・阻害要因 
（1）促進要因 

1）中核養殖農家の大半は、農民間研修の講師を務めるなどのプロジェクト活動に積極的

に取り組んできた。このことは、プロジェクト活動の進捗だけでなく、彼ら自身の養殖

技術への理解と経験の向上につながっている。 
2）プロジェクトによって、日本、インドネシア、カンボジアでの海外研修も含む各種の

研修、セミナー、ワークショップなどが開催されてきており、C/P、中核養殖農家、普

及スタッフなど､関係者の意欲を継続することができた。 
3）養殖普及チームを組織するにあたり、ブエニ県、MRHP、DRRHP など、関係組織の協

力が得られ、円滑に組織化が進んだこと。 
4）中間レビューの提言を受け、内部会議、JCC 会議等での作業計画の共有が徹底され、

プロジェクト活動のモニタリングを実施したこと。 
 
（2）阻害要因 

1）プロジェクト前半に、対象地域内に適切な工事業者がいなかったことにより、種苗生

産施設準備、あるいは、養殖池の改善が遅れた。 
2）2013 年 10 月から 2014 年 5 月の雨期に、マダガスカル北西部を豪雨が襲い、プロジェ

クト対象地域の中核養殖農家でも、養殖池の堰堤が破壊や湛水などで飼育していた魚が

流出するなどの被害が出た。 
対象地域では、いわゆる遠隔地に住む農民も多く、道路網が未整備なことから、アク

セスが困難であった。特に雨期には、道路の状態が著しく悪化し、通信手段を持たない

農民への技術支援が阻害された。 



 

－15－ 

第３章 評価結果 
 

３－１ 評価5項目に基づく評価の結果 

３－１－１ 妥当性 
プロジェクトの妥当性は、以下の理由から高いものと判断する。 
（1）マダガスカル政府の政策との整合性3 

マダガスカル政府は、養殖を地域開発と貧困削減の牽引力として位置づけている。 
「マダガスカル国アクションプラン」〔MAP（2007-2012）〕では、貧困削減と経済発

展を成し遂げるために、村落開発を含む 8 つの目標が定められている。 
養殖関係の政策では、「漁業と養殖マスタープラン 2004～2007」において、養殖は貧

困削減と村落開発の推進力であると認識されており、マダガスカル政府は、淡水魚の生

産量を増やし、国民の食料需要の充足、水産物輸出による外貨獲得をめざすとする方針

を示している。 
アクションプランは、2012 年には、目標値である 25 万 t の漁業・養殖生産を達成し

国民 1 人当たりの水産物の消費を 6～8kg に増加するとしている。 
養殖は、マダガスカル国開発政策において、優先課題の 1 つとされてきた。過去には、

「貧困削減戦略ペーパー（2003）」「持続的養殖開発戦略（2005）」「養殖ノート（2009）」
等で、養殖は、村落の収入と生活水準、栄養摂取改善向上の重要な手段として指摘され

ている。 
 

（2）JICA の開発支援戦略との整合性 
JICA は、農業分野の援助重点項目として以下のものを掲げている。 
①農業生産の持続性の確保 
②持続的な食料供給 
③農村地域の活性化 
④食料価格の高騰に対する食料安全保障 

 
具体的には、JICA は農業生産性の向上、農業製品の有効利用、農村部における経済活

動の多様化、農業基盤整備の強化を、農民の能力強化を進めながら支援するとしている。 
プロジェクトは、農村部の貧困削減、生活水準の向上、並びに食料供給の改善を目的

とし、これを、ティラピア養殖技術の農民間に普及を通じて達成しようとするものであ

り、JICA の開発支援戦略と高い整合性を有している。 
 

（3）地域社会のニーズとの整合性 
プロジェクトの背景でも触れたように、マダガスカルにおいては、農村部の住民の大

半が貧困状態にあり、また、十分な栄養を摂取できていない。養殖は、貧困削減と栄養

状態の改善の有効な手段として、農村部の住民から、高い期待を寄せられている。 

                                                        
3 2009年の政変により、MAPや他の国家政策は存在しないものとなっている。しかし、ほとんどのセクター別の開発政策は、

依然としてMAPをはじめとして、2009年以前の国家政策の中身をフォローしている。 
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プロジェクトの対象魚種であるティラピアは、他の魚種と比較して容易に飼育できる。

また、淡水でも汽水でも生育でき、また、種苗生産、養殖が、通年で実施可能である。 
これらのことから、ティラピア養殖普及システムの構築をめざす本プロジェクトは、

地域社会のニーズと高い整合性を有している。 
 

３－１－２ 有効性 
プロジェクト有効性は、以下の理由からやや高いと判断する。 
協力期間後半でプロジェクトは大きな進捗を遂げ、協力期間前半の遅れを取り戻すことがで

きた。 
第 3 章に記述したとおり、プロジェクトは、現地実証試験の結果を分析し、対象地域の特性

を考慮した低投入型のティラピア養殖技術の導入を行った。並行して、さまざまな研修を実施

し、26 名の中核養殖農家を選定し、うち 7 名は、既に種苗の生産を開始している。 
中核養殖農家は、普及スタッフと連携して、対象となる 3 郡における農民間普及を通じて、

養殖技術の普及に重要な役割を果たすことが期待される。  
終了時評価時点で入手できたデータを分析したところ、前述の 7 名の中核養殖農家の収入は

ティラピアの販売（種苗と成魚）によって大幅に向上していることが確認できた（プロジェク

ト目標：指標 1）ただし、残りの 19 名については、まだ種苗の販売を行っていないため、今後

もデータの収集・分析・管理が必要である。 
一方、対象 3 郡において、農民のティラピア養殖に対する関心は非常に高まっている。農民

間研修の参加者のなかで、既に 300 名近くの農民が、養殖池の建設を始めるなど、実際に養殖

に取り組む動きを見せている（プロジェクト目標：指標 2）。 
これらの事実から、プロジェクト目標である「ティラピア養殖普及システムが、対象地域に

おいて構築される」は、完全にとは言えないまでも、おおむね達成されつつあると判断する。  
調査時点では、養殖技術の移転が、中核農家のすべてまでには行き届いていないこと、普及

チームの更なる能力強化が求められることが確認された。これらについては残りの協力期間に、

集中的な対応が求められる。 
各成果のプロジェクト目標に対する寄与については、成果 1 及び成果 2 で技術を開発（特定）

し、成果 3 と成果 4 でその技術の伝達手段の特定（確保）を行う構成になっているが、普及シ

ステムはこれら 4 つの成果として出されたそれぞれのアウトプットをすべて含むものとなって

いることから、これらの成果の寄与度はほぼ同一と考えらえられる。一方、システムとして機

能するためには成果 5 として策定される養殖開発計画がきちんと実施されることが不可欠であ

り、その意味からはプロジェクト目標に対する寄与度は成果 5 が相対的に高いと考えられる。 
なお、「技術」と「伝達手段」に加え、システム運営の方法である計画策定の 3 つの側面から

プロジェクト目標をめざす本プロジェクトの有効性はやや高いと考えられる。 
 
３－１－３ 効率性 

プロジェクトの効率性はやや高いものと評価する。 
（1）投入の達成状況と利用効率 

2014 年 4 月までに行われた日本・マダガスカル側双方の投入は、全体として、質・量・

タイミングの点で、おおむね適切であった（付属資料 6、7、8）。  
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日本側は、専門家の派遣、資機材供与、海外研修に加え、親魚管理のための CDA の

施設の改修（濾過システムの更新、コンクリートタンク補修、深井戸の掘削など）を支

援し、改修された施設は、プロジェクト活動に有効に活用された。 
マダガスカル側の投入については、プロジェクト初期には、C/P 配置の不足から、活

動に支障を来したが、その後改善され、現在は 15 名の C/P が配置されている。また、

普及スタッフとして、MRHP：1 名、DRRHP：2 名、CiRRHP：2 名、ブエニ県：3 名、

CSA：3 名を配置し、プロジェクトと契約を交わした NGO：3 名を加えた普及チームの

立ち上げを可能とした。CDA と DRRHP 事務所内の日本人専門家の執務スペース提供も

適切なものであった。 
 

（2）成果達成と活動の関係 
第 3 章で記述したとおり、成果の達成状況は全体として妥当な水準であった。 
プロジェクト前半では、第 1 年次に、CDA において親魚管理へのやや過度な集中があ

ったこと、また、適切な工事業者がいなかったことによる種苗生産施設準備、あるいは、

養殖池の改善の遅れなどの問題があった。 
しかし、プロジェクトの後半では、現地実証試験の結果を基に、対象地域の特性を考

慮した低投入型のティラピア養殖技術の導入に活動の軸を定め、選抜された 26 名の中

核農家候補への技術支援を通じて技術力の向上に努めたことから、前半での活動の遅れ

を完全に取り戻したとまでは言えないものの、進捗の改善は顕著であった。 
プロジェクト中間地点で一応の形が整った普及チームの活動も成果の達成に貢献し

た。また、海外研修を含む、さまざまな研修の実施は､技術移転の側面のみならず、関

係者の意欲の継続と、対象地域におけるティラピア養殖への注目度を高めるうえで効果

があった。 
 
３－１－４ インパクト 

現在までに、幾つかの正のインパクトが確認されている。負のインパクトは現在のところ見

られない。 
（1）技術面でのインパクト 

マダガスカルにおける村落開発の有効な手段であるティラピア養殖の技術移転を行う

プロジェクトとして、本プロジェクトは、関係者からの注目を集めてきており、最近は、

対象地域以外の関係者も含めて、技術交流の依頼がなされている。具体的には以下のとお

り。 
① マルブアイ農業高校：2014 年 1 月に同校からの依頼を受けて、研修を実施。同校生

徒の保護者や、関係者からのティラピア養殖への関心の高まりが期待される。 
② AROPA プロジェクト： 2014 年 1 月、AROPA プロジェクトからの依頼を受けて、

関係者への研修を実施。（AROPA プロジェクトは 2009 年より、IFAD、 ADB、 IBRD
等の援助により中央高地で実施中。予定協力期間 6 年間） 研修実施後、1,000 尾を

超えるティラピア種苗の注文があり、中核養殖農家から販売した。 
③ 環境省アンカラファンツィカ国立公園管理局（Ankarafantsika National Parks 

Association, the Ministry of Environment）：公園周辺の農民に対する技術指導の依頼が
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寄せられた。プロジェクトは公園管理局と覚書（MOU）の締結を準備中。 
④ 米合衆国平和部隊（US Peace Corps）：平和部隊隊員より、アンバトブエニの住民に

対する技術指導の依頼があり、2014 年 6 月をめどに準備中。 
 
（2）組織･制度面でのインパクト 

1）養殖普及システム 
プロジェクト実施前には、MRHP あるいはブエニ県の組織内には、対象地域の養殖普

及システムは実質的に無かった。 
これまでのプロジェクト活動の結果として、ブエニ県職員、DRRHP､郡水産資源局、

農業サービスセンター（CSA）、C/P、NGO から成る普及チームが組織され、普及活動の

基礎が築かれた。 
また、MRHP 関係者への聞き取り調査では、プロジェクトにおける養殖普及活動が一

定の成果を上げたことを受けて、MRHP 内には、淡水養殖課内に、普及と研修を担当す

る組織を設置する計画があり、予算が承認され次第、要員配置のための求人を開始する

予定である。 
2）「ブエニ県ティラピア養殖開発計画（2014～2018）」 

マダガスカル側関係者によって 2014 年 2 月に作成され、現在承認を待っている「県

ティラピア養殖開発計画（2014～2018）」には、関係諸機関の普及における役割、機能、

予算、人員配置についても言及されており、関係諸機関に対して組織的なインパクトを

与えると予想される。 
3）エビ養殖開発センター（CDCC）から CDA への改組 

CDCC は 2012 年 10 月に CDA として改組された。独立行政法人として、今後は、エ

ビ養殖だけでなく、幅広い養殖技術に対応していくことが求められる。プロジェクトの

活動が、この改組に影響をあたえたことが、中間レビュー時のマダガスカル側の政府職

員からの聞き取りで確認された。 
 
（3）環境面でのインパクト 

現在のところ、プロジェクトの養殖活動はいまだに初期段階にあるため、環境への負の

インパクトは見られない。また、低投入型の養殖技術（米ぬか、家畜の排泄物を栄養源と

して利用）を採用しているため、環境への負荷は小さいと考えられる。しかし、今後、よ

り多くの農民が養殖活動に参入するようになることが予想されるため、自然環境への影響

が生じないように適切なモニタリングが求められる。 
 
（4）経済的インパクト 

第 3 章で記述したように、ティラピア販売を実施した中核農家の一部は、大幅な収入の

増加となった。今後、ティラピア養殖が農民間に広がれば、大きな経済的インパクトが生

じることが期待できる。 
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３－１－５ 持続性 
プロジェクトの持続性は、以下の理由から、中程度と判断される。 
（1）政策面 

プロジェクトはマダガスカルの政策と高い整合性をもっており、中央及び対象地区に

おいて、政策上の支援を継続して受けることが期待される。 
 

（2）制度面 
日本・マダガスカル側双方の努力によって、ブエニ県内に普及チームが組織され、養

殖普及の基礎が築かれた。 
しかし、養殖普及の構成員中、DRRHP、郡水産資源局、ブエニ県職員、CSA スタッ

フは、他の業務との兼ね合いで、養殖普及活動に必ずしも十分な時間を充てることがで

きないでいる。実体として、最前線での活動は､その多くを NGO メンバーの働きに依存

してきているが、NGO との契約は、プロジェクトが資金を負担してきており、プロジェ

クト期間終了後の NGO メンバーの活動が継続されるかどうかは不明である。 
MRHP のマダガスカルにおける養殖普及戦略が、議論の段階にあり、明確に定められ

ていないことも制度面での持続性を低いものとしている。 
 

（3）財政面 
現状では、日本側はプロジェクトの活動費用の一部を支援しており、これには普及活

動を担当する NGO の雇用契約も含まれている。これまで NGO が普及活動の中心的な役

割を果たしてきたが、マダガスカル側の予算が確保できない場合、経験を積んできた

NGO スタッフとの契約は打ち切りとなる可能性が高い。 
MRHP によれば、マダガスカル政府は、公共投資プログラム（Public Investment 

Program：PIP）や、「養殖普及プロジェクト」を含む 6 つのプロジェクトから成る漁業と

養殖開発ユニット（Unit of Fishery and Aquaculture Development：UDPA）から、養殖普及

活動などの運営資金を充当するとしているが、現時点では詳細は不明である。 
 

表３－１ マダガスカル側の養殖普及に関する財源 

資金源 金  額 

PIP *2014 年に 3,000 万 MGA 

UDPA 
（AMPA 資金） 

*2015 年度に養殖普及プロジェクトの活動費として予算要求す

る（UDPA の総額は 10 億 MGA）。 

 
（4）技術面 

プロジェクトの技術的持続性の確保のためには、プロジェクトが導入してきたティラ

ピア養殖の技術を、さらに多くの農民に伝え、彼らの確かな理解のもとに現場で適用し、

養殖から利益を継続して得られる体制をつくることが求められる。 
中核養殖農家は、農民間普及システムの確立に重要な役割を果たすことを期待されて

いるが、現時点で、すべての中核養殖農家が、独力で養殖を営み、周辺農家に技術支援
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が行える水準に達しているわけではない。また、前述した普及チームの体制強化、ティ

ラピアの販売戦略の支援などいくつかの技術的な課題が残されており、プロジェクト終

了時までの協力期間に集中的に対応する必要がある。 
 

３－２ 結論 

合同評価チームは、現場視察、関係者への聞き取り調査、マダガスカル側政府関係者との一連

の協議などから得た情報を分析し、評価 5 項目によるプロジェクトの評価を実施した。 
その結果、プロジェクトは、マダガスカルの開発政策、対象地区の住民のニーズ、日本の援助

方針等と高い整合性を有し、終了時評価時点でも高い妥当性をもつことが確認できた。また、制

度、経済、技術面で正のインパクトをもたらしたことを確認した。 
プロジェクト期間後半の進捗は改善し、前半の遅れを完全に挽回したとまではいえないが、成

果、プロジェクト目標の指標はおおむね達成された。 
しかし、課題が残されていることも明らかとなった。例えば、中核養殖農家は 26 名が選抜さ

れ、指標は満足しているものの、まだ、経験の不足から、周辺の農家への支援を行うレベルには

達していない中核農家も含まれている。また、中核農家による農民間普及システムを含む普及体

制の形は整いつつあるものの、継続的な強化が必要である。 
これらの課題の存在と、若干の進捗の遅れが有効性と効率性の評価を下げた。 
持続性については、妥当性の高さから政策的な支援を期待しつつも、現時点では、対象 3 郡で

の活動を継続するためのマダガスカル側の予算措置について見通しが立っておらず、また、普及

体制の強化のための人材確保にも課題があるため中程度と評価した。  
 

評価項目 評価結果 理由・備考 

妥当性 高い （+）マダガスカル国の開発方針との整合性 
（+）わが国の開発政策との整合性 
（+）地域社会のニーズとの整合性 

有効性 やや高い （+）協力期間後半の進捗は改善され、アウトプット/プロジ

ェクト目標の指標はおおむね達成された。 
（±）26 名の中核養殖農家が選抜されたが、まだ経験値が不

十分な農家も含まれている。  
（±）普及体制の形は整ったものの更なる強化が必要。 

効率性 やや高い （+）投入は全体的に妥当になされた。 
（±）アウトプットはおおむね達成されたが、進捗はやや遅

れた。 

インパクト  ・ 技術・制度・経済面で正のインパクトが見られる。 
・ 負のインパクトは現在まで見られない。 

持続性 中程度 （+）開発政策との整合性の高さから支援を期待できる。 
（‐）マダガスカル側の予算措置に懸念が残る。 
（‐）MRHP としての養殖普及体制の戦略が策定されていな

い。対象地域の普及体制の強化が必要。 
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以上の分析の結果、プロジェクトチームがこれらの課題にプロジェクト終了時までに集中して

対応し、また、日本側が、プロジェクト終了後の技術支援のフォローアップ活動を実施すれば、

プロジェクト目標の達成が見込まれるため、プロジェクトは予定どおり、2014 年 9 月をもって終

了することが妥当と結論する。 
プロジェクトの持続性を高めるためになされるべき具体的な対応については、評価チームが第

5 章「提言」に取りまとめたとおりである。 
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第４章 提言と教訓 
 

４－１ 提言 

（1）プロジェクトチームに対する提言 
1）優先活動項目の明確化 

2014 年 9 月のプロジェクト終了後は、マダガスカル側が独力で対象地域のティラピア養

殖にかかわる活動を継続していく必要がある。 
プロジェクト終了までの期間が限られているため、プロジェクトチームは、残りの期間

に優先して取り組むべき活動内容を整理し、プロジェクトの持続性を高めるように効率的

に活動するべきである。優先項目のなかには、中核養殖農家の自立を確実なものとするた

めの種苗生産技術の移転、普及システムの課題の明確化と改善提案（例：中核養殖農家ネ

ットワークの確立）を含めるべきである。また、この優先項目の明確化のなかで、マダガ

スカル側の C/P の追加配置、養殖技術者の新規雇用も検討することが必要である。 
 

2）ティラピア販売（マーケティング）支援 
プロジェクトチームは、ティラピアの販売を促進し、市場価値を高めるために、農民に

対して、技術的な助言を行うこと。また、コミューンレベルでの広報活動（ラジオなど）

にも協力を行うこと。 
 

3）データ収集 
プロジェクト終了 3 年後の事後評価実施時に、プロジェクトの有効性を正確に評価する

ことが可能となるように、統計資料、サンプリング調査、試験、自己評価、質問票など、

適切な手段を講じて、データを収集すること。具体的な内容は以下のとおり。 
・上位目標の指標の設定 
・養殖農家の収入に関するデータ 
・普及スタッフと中核養殖農家の能力に関するデータ 

 
4）アンボロマランディ（Amboromalandy）湖の生け簀の処置 

プロジェクトチームは、終了時までに、アンボロマランディ湖の生け簀の今後の管理に

ついて、誰がどのように行うか、関係者と協議のうえ、具体的に決定しておくこと。マダ

ガスカル側の予算措置がなされないことが予想される場合には、生け簀の撤去も選択肢と

して考慮すること。 
 

（2）マダガスカル側に対する提言 
1）ブエニ県ティラピア養殖開発計画 

「ブエニ県ティラピア養殖開発計画（2014～2018）」がマダガスカル側関係者によって、

2014 年 1 月に作成されている。マダガスカル側は、この計画を着実に実施するとともに、

計画の実行可能性を高めるために、プロジェクトの経験を反映した改訂・更新を行うこと。 
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2）CDA の活動と役割について 
中核養殖農家のなかには、日本より導入したニロチカ種の親魚（Nilo-JICA）の飼育を始

めた者もおり、これは、プロジェクトの持続性の観点から望ましいことといえるが、一方、

プロジェクト開始時点から、CDA は親魚管理を実施してきており、専門的な知見を蓄積し

ている。 
CDA は、今後も、マダガスカル国内でのティラピアの親魚管理と育種に関する活動を続

け、当該分野の拠点として、中核養殖農家に対して技術的な支援を行っていくことが望ま

れる。また、ティラピア在来種の育種に関する研究活動も、CDA を中心に行っていくべき

である。 
 

3）中核養殖農家の返済のモニタリング 
また、プロジェクトは、中核養殖農家が 2 年以内に総額の 20％を種苗で返済することを

条件に（種苗 1 尾当たり 50 MGA）、養殖池の建設と必要な資材にかかる費用を負担してき

た。 
MRHP は資金援助を受ける中核養殖農家との間で資金援助と返済の条件についての覚

え書きを交わしているが、現在までに、26 名の中核農家中、既に 10 名が返済を済ませて

いる。 
マダガスカル側は、返済を済ませていない中核農家に対して、プロジェクト終了後に、

どのように返済のモニタリングを行うかについて、関係者と協議し、具体的に決定してお

くこと。 
 

（3）日本側に対する提言 
1）フォローアップ支援 

日本側は、プロジェクト期間中、また、終了後、注意深くプロジェクトのモニタリング

を行い、必要に応じてフォローアップ支援の実施を検討すること。また、マダガスカル側

に対して、フォローアップ支援への申請手続きの方法や、可能な財源（無償資金協力、見

返り資金利用など）に関する情報を提供すること。 
 

４－２ 教訓 

（1）農民間普及システム 
プロジェクト開始時、対象地域には、マダガスカル側の養殖普及体制は存在していなかっ

た。 
そのため、プロジェクトは、普及体制の構築を急ぐとともに、農民間普及システムのコン

セプトを採用した。現在、普及チームとともに、選抜された 26 名の中核養殖農家が、農民

間普及の役割を担い、プロジェクト活動に積極的に関与している。 
公的な普及システムが脆弱な地域で、村落開発のプロジェクトを実施する場合、農民間普

及は、有効な解決手段として機能する可能性が高いため、計画策定時に念頭におくべきコン

セプトである。 
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（2）普及活動に必要な予算の確保 
本プロジェクトでは、技術開発に加え、県の養殖開発計画の策定を行うこととしており、

調査時点ではワーキンググループを中心とした会合が計 6 回行われている。同計画が策定さ

れ、県政府による承認がなされたのちには、本計画を実施するための措置が県政府あるいは

中央政府によりとられることになるが、事業活動実施に必要な予算確保のためにもプロジェ

クトの実施過程で、必要最低限の普及経費については、あらかじめ政府の認識を高め予算措

置を促すことが有効と考えられる。 
 

（3）アクセスが困難な地域への技術普及について 
本プロジェクトの活動を行ったブエニ県のうちの 3 郡においては、自然環境的に養殖適地

と不適地があるが、協力を行う場合、自然環境の視点に加え、人員的見地あるいは予算的見

地から先方政府の普及能力の及ぶ範囲を視野に入れるとともに、更には技術指導を受けた養

殖農民が習得した技術を用いて生産した養殖魚を販売するときの輸送手段確保・市場確保

（アクセス）の可能性を視野に入れたうえで普及を行っていくことが、限られた普及活動予

算を合理的に使用するうえでは不可欠の判断となる。特に限られた期間で成果を発現するこ

とを求められる技術協力においては、多角的視点から活動（普及）の場所を選定することが

望ましい。 
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第５章 所  感 
 

５－１ 養殖普及団員所感 

５－１－１ 要約 
本所感は、本プロジェクトが養殖普及体制の確立をどのように図り、今後の淡水養殖の持続

的な普及に対してどのように貢献していけるかを中心に検討したものである。今後、プロジェ

クト終了時に向けて日本人専門家及びプロジェクト関係者が次のようなことに留意して活動

をすべき内容を提示した。 
1）残余期間におけるプロジェクト活動の優先順位化 
2）普及パッケージの取りまとめと種苗需要作り 
3）ティラピア市場流通性のための情報提供 
4）本プロジェクト普及体制の成果と限界の確認（他地区への応用可能性の示唆） 
種苗生産農家の種苗生産技術の定着にやや遅れがみられたが、改善されつつある。種苗生産

農家が持続的に種苗生産できる技術の習得に努め、“Farmer to Farmer”農民間普及アプローチ

を通じた一般農家への更なる普及を図るべきである。一般農家のティラピア養殖への関心は急

速に高まっている。プロジェクト終了後の普及体制の持続性を確保するために、農民間普及が

十分に機能できるよう、普及組織とその活動内容を整理しておく必要がある。 
なお、本所感は、養殖普及の観点から調査などを実施して得た情報とその分析を基にしたも

のであるが中間レビュー以降の第２年次及び第３年次の業務完了報告書を精査し、専門家から

の活動状況に関する情報、プロジェクト対象地域における住民及び関係機関からの聞き取り、

さらに先行して調査を開始した評価分析団員の報告に基づいている。また、本所感は、2014 年

5 月 21 日に開催された終了時評価対処方針会議で確認された事項に基づいて作成しており、内

容は、養殖普及に関係した事柄を中心としているが、必要に応じてその他プロジェクト全般に

関する事項についても触れている。 
 
５－１－２ 確認された本プロジェクトによる淡水養殖普及の意義 
（1）淡水養殖業の発展の遅れ 

プロジェクト対象地域であるブエニ県では、淡水養殖業が発展する潜在的な可能性を備

えていながら、農家の生業としても、産業としても十分な発展をみてこなかった。地域住

民の大半がその生計を農業、特に稲作が重要な位置を占めている。淡水養殖業が発展しな

かった要因はさまざまあるが、養殖生産の基盤の整備が遅れ、種苗生産技術が未発達であ

ったことが大きい。地域によって農業構造の違いはあるが、比較的整った灌漑設備を備え

ていて養殖業に不可欠な水の確保が容易な地域においても、養殖業らしきものはほとんど

育ってこなかった。また、零細規模の淡水養殖を普及していく体制を、国、県、郡などが

整備してこなかったことも一因である。 
 
（2）プロジェクト対象地域において淡水養殖業を発展させる意義 

養殖業が十分に発達してこなかった北西部マジュンガ地区で、淡水養殖を普及させる意

義は、第 1 に、安価な動物性たんぱく質である淡水魚の供給量を増やし、地域住民の食料

の安全保障を確保すること。第 2 に、地域住民が小規模な養殖業に取り組み、就業と収入
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の多角化を図り、生計向上を実現すること。第 3 には、未利用な地域資源を活用する低コ

スト型養殖を普及させ、複合的な農業・養殖業経営のモデルを作ることである。米ぬか、

メイズ、キャッサバ等の残渣は、餌料として調達しやすい。また、家畜や家禽類の糞は重

要な施肥となる。いずれも、購入配合飼料ほどには高い生産性を実現できないが、コスト

的には十分に成り立つ要素である。 
問題は、質のよい種苗を安価に生産する体制が整っていないこと、また、飼養する技術

体系が備わっていないことにある。 
 

（3）種苗生産技術の中核農家への移転を核としたプロジェクト 
マダガスカル国北西部マジュンガ地区では、淡水養殖業が発展するための条件をもちな

がら、養殖のための種苗生産を実施する企業や公的機関が存在しなかった。種苗生産業者

が存在しないこと、また対象地域の周辺を含めて種苗を供給するルートが存在しなかった

ことが、淡水養殖が発展してこなかった大きな要因である。 
こうした状況を踏まえ、本プロジェクトは、良質な親魚を育成し、安価な種苗を農家に

供給する体制をつくり、同時に、農家が養殖に取り組める技術と知識を普及する体制をい

かにしてつくるかを試行する場として、その活動が始まった。政府や県などが種苗センタ

ーを運営し、種苗を提供するのも 1 つの選択肢ではあるが、プロジェクトは、地域にあっ

て種苗生産を専門的に担い、安定して種苗を供給する中核農家を育成することを活動の主

眼に据えた。いわゆる養殖センターを支援するアプローチとは異なる方式を採用している。 
また、養殖に関する技術や知識を中核農家がその種苗購入の顧客となる一般農家に提供

することにより、養殖普及をより効率的に図ろうというものである。いわゆる、農民間普

及を主に採用している。これまでの、行政や試験機関を中心にした普及システムに比べて、

マーケティング手法的な色彩が強く、一種の関係性マーケティングに基づく、普及手法だ

といえる。 
 

（4）確認された本プロジェクトアプローチの有効性 
3 年を経過した本プロジェクトが育成しつつある種苗生産農家は 26 軒、うち 21 軒が既

に種苗生産を本格化させている。すべての種苗生産農家が安定した技術基盤をもっている

わけではないが、その体制は整いつつある。また、種苗生産農家が中心になって行う一般

農家に対する農民間普及も実施に移されており、一定の条件を満たす参加農民には種苗を

供給している。 
なかでも、マルブアイ郡の水田地帯では、本プロジェクトのアプローチは大きな成功を

おさめている。同地域では、灌漑施設が整い、水の確保が容易であることから、淡水養殖

に対する住民の関心が急速に高まっている。新しく掘削された池の数が増え、種苗生産農

家の顧客になる一般農家の数が増えている。養殖の開始とともに、中核農家及び一般農家

のなかに、アヒルや小家畜の飼養、野菜の生産に取り組み始めた農家がみられる。養殖の

ための池の掘削は農業の複合化を進めるきっかけになった。 
その他の 2 つの地域においても、淡水養殖の広がりとともに、農家生業の複合化が進み

生計向上が図られている。 
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（5）プロジェクトの成果の確認 
今回の終了時調査では、以下の点をプロジェクト活動の成果として確認した。協力の途

中段階でプロジェクトで作成した各年次の業務完了報告書からも分かるとおり、種苗生産

農家の育成、その周辺の養殖農家への普及が、中間評価以降の第 2 年次から第 3 年次にか

けて、大きく前進している。この点はプロジェクトが対象地域のティラピアに対する住民

の潜在的需要の高さに応え、普及活動を行った成果であると評価できる。示された成果指

標によると、活動開始から最近に至るまでの普及成果の大部分がこの 1 年間に集中してい

る（第 3 年次業務完了報告書、p.31）。プロジェクト開始時から 3 月までの養殖農家数の半

数以上が、第 3 年次に参加したものである。池建設中、建設終了した農家数はこの期間に

のみである。養殖を開始した農家は、活動開始から 2014 年 3 月までに 195 軒、そのうち

第 3 年次が 104 軒と過半数を超えている。 
池の建設を準備している農家が 57 軒ほどあることから（プロジェクト開始後）、種苗生

産農家の育成によって、対象地域への波及効果が生じていることが確認できる。 
現在の種苗生産農家数は 21 軒であり、その経験年数は半年から 2 年と短いが種苗を生

産している。家畜糞などを用いた施肥養殖を実施しているが、配合購入飼料の調達が難し

いという条件下では、地域資源を有効に用いた施肥技術の確立であった。 
 
５－１－３ 淡水養殖を進めるための普及体制の確立 

3 段階にわたる技術移転の成果：マダガスカルの誠意ある対応 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：山尾政博「2011 年運営指導調査団所感」より 

図５－１ マダガスカルの 3 階段技術移転で検討すべき点 
 

図 5-5 は、2011 年の運営指導調査時に作成されたものである。当時の状況は、受入れ側

である政府機関の普及組織、県及び郡の普及体制が整っていなかった。そのため、他の国

のプロジェクトで想定したような 3 段階による普及体制を実施するのが難しいと思われた。

これに対してプロジェクトでは、普及を担当する現地スタッフを雇用するとともに、ロー

カル NGO と契約して、日本人専門家の普及活動の支援体制を整えた。その後、マダガス

カル側でも、ブエニ県全体では漁業・水産資源局（DRRHP）を含む県職員からなる普及チ

ームができ、各郡においては農業サービスセンター（CSA）や県の DRRHP の支所が協力
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して普及活動にあたった。 
終了時評価では、こうしてできあがった普及体制を通して、日本人専門家を中心とした

技術移転がどのように効果的に機能したか、必ずしも確認できたわけではない。ただ、2
年次から 3 年次にわたる種苗生産農家の池掘削や池管理、種苗生産の状況、親魚管理など

を見る限り、プロジェクト側の普及体制とマダガスカル側のそれがうまく協力関係を築け

るようになった点は、確認できる。 
強調しておきたいのは、マダガスカルが予算や人員の制約があるなかで、PATIMA に対

応した体制を、県及び郡のレベルで整えるとともに、中央省庁である MRHP のなかでも養

殖普及を強化する方向が確認されている。 
 

第 1 段階・第 2 段階の技術移転 
現実的には、養殖技術を移転するシステムを作りながらの、カウンターパートへの移転

は容易ではなかったと思われる。また、県や郡の普及員が専門家から種苗生産技術をはじ

めとする養殖技術の移転もそれほど順調ではなかった。ただ、プロジェクトのスタッフと

ローカル NGO に対する技術移転は進み、専門家が行う中核種苗生産農家に対する技術移

転をサポートし、後にその指導も実施できるようになった。 
普及体制が弱いなかで、第 1 段階と第 2 段階がほぼ同時並行的に進んだのが特徴的であ

った。 
 

第 3 段階の農民間普及の成果 
終了時評価の際に聞き取り調査をした種苗生産農家のなかには、種苗生産を始めてから

1 年半の間に、60 人近くの一般農民に対して養殖技術に関する訓練活動を行っていた生産

者がいた。一般農民への販売は約 1 万尾に達した。他の種苗生産農家も、種苗生産の開始

から間もないにもかかわらず、農民間普及による訓練活動を積極的にとらえていた。種苗

に対する需要がまだ十分でないなかで、これからの将来需要を、種苗生産農家自らが作り

だそうとしていた点は高く評価できる。 
ただ、中核種苗生産農家を核にした養殖普及が成功したかどうかは、少し慎重にみなけ

ればならない。それは、第 3 段階の農民間普及は実施されているが、まだ一般養殖農家の

需要を喚起し、それが種苗販売に結びつくまでにはいたっていない。訓練を受け、普及組

織からの情報提供を得て池を掘削し、本プロジェクトから提供された種苗を放流する農家

数は着実に増えている。だが、それが種苗生産農家からの種苗調達にまで至っていないケ

ースが多かった。農民間普及が種苗に対する需要をつくり出すまでには、もう少し時間が

必要と思われる。 
 

完結途上にある農民間普及による技術移転 
農民間普及による普及の実施するにあたり、本プロジェクトは多くの支援を種苗生産農

家に提供している。ただ、種苗生産の経験が 0.5～2 年とまだ浅いことから、今後も継続し

て本プロジェクトから技術支援を受けたいと述べる種苗生産農家が少なくなかった。もち

ろん、すべての分野で技術支援や訓練が必要なわけではなく、池の掘削方法、飼養方法等

については十分だと判断する種苗生産農家もいた。プロジェクトの残余期間で、経験の浅
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い種苗生産農家の技術をいかに安定させるかが、大きな課題になっている。また、雌雄選

別などの技術を習得したいと考える種苗生産農家への技術移転も必要である。 
 
５－１－４ プロジェクトの残余期間に達成すべき課題 
（1）終了に向けたプロジェクト管理の適正化 

最終年を迎えた第 4 年次、活動主眼をどこにおくか、再検討する必要がある。このプロ

ジェクトの成功の鍵は、養殖普及の中核を担う種苗生産農家の安定した技術、その習得と

普及にある。現時点でも経験が浅く、生産が安定していない種苗生産農家がかなりいる。

そこにプロジェクト資源を集中させるという判断が必要である。当面は、種苗管理と池管

理、技術を習得した中核農家には親魚管理というように、種苗生産農家ごとの指導メニュ

ーを作成しながらその技術定着を図っていかなければならない。 
種苗生産農家が安定した種苗生産が行えるよう、専門家及び C/P やローカル NGO が定

期的に助言活動を行うべきである。 
 
（2）普及パッケージの作成と種苗需要づくり 

一般農家のティアラピア養殖に対する関心が高まっている。自ら進んで池を掘削し、養

殖を試みようとする農家も増えている。種苗生産農家におる農民間普及の訓練活動の充実

を図るとともに、普及組織を通じた本プロジェクトの活動に関する情報提供が求められて

いる。その際、一般農家向けに、現地に適合した簡易な技術パッケージを、分かりやすく

示しておくべきであろう。 
終了時評価の時点では、一般農家の数は増えていることは確認できたが、それが直ちに

種苗生産農家に対する種苗需要の増加にはつながっていない。これは、一般農家の養殖生

産がまだ初期段階にあることによる。種苗生産農家の経験も浅いが、一般農家の経験は更

に浅い。ここから、安定した種苗需要をつくり出す道筋を示しておかねばならない。 
 
（3）ティラピア市場流通性のための情報提供 

種苗生産農家、一般養殖農家ともに、ティラピア成魚の市場販売経験があまりない状態

である。近隣の市場流通に適したサイズ、マジュンガなどの比較的大きな市場で販売しや

すいサイズなど、情報をもっていない農家が多かった。プロジェクト活動の一環として、

市場情報を県や郡の関係部局の協力を得て、養殖農家に提供する必要がある。同時に、市

場流通のために必要な運搬手段、搬送のために必要な準備など、特に市場から遠く、道路

条件が極端に悪い地域などでは、情報提供とともに求められている。県や郡の普及担当者

らとの連携が求められる。 
 

（4）本プロジェクト普及体制の成果と限界：他の地区への応用可能性 
県職員、普及員配置が少ないなかで、ローカル NGO との契約協力よって、農民間普及

のシステムをつくり、種苗生産農家を育成し、一般養殖農家数を増大させてきた点は、プ

ロジェクトの大きな成果である。同様な問題を抱える他の地域、他の国の淡水養殖プロジ

ェクトにとって大いに参考になる。マダガスカルの水産行政や地方行政組織の現状を踏ま

えた、普及体制を試行したことは極めて意義のあることである。 
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もともと普及体制に弱点である本プロジェクトは、なかなか先の見通しができにくいと

ころがあった。これは相手側の問題であり、プロジェクト側で解決できないことも含まれ

ている。県のなかに養殖普及を位置づける体制ができ、将来計画も策定された。予算的裏

づけも必要だが、種苗生産農家や一般養殖農家の取り組みが広がるなかで、どのような普

及体制が効果的であったか、明らかにしておく意義は大きい。 
本プロジェクト実施地区以外では、淡水養殖の普及体制がなかなか組みにくいと思われ

る。その際に、農民間普及アプローチは極めて実利的な役割を果たしてくれる。 
関連して指摘しておきたいのは、プロジェクト対象地域における普及を担うアクターが

増えて、それぞれの役割分担や協力関係が分かりにくくなっていることである。プロジェ

クト終了時までに、アクターの役割を再整理しておく必要がある。 
 

５－２ 団長所感 

（1）はじめに 
3 年半のプロジェクト期間を残すところ 3 カ月余りの時期に、JICA は終了時評価調査を

MRHP と共同で実施した。調査結果は合同評価レポートとしてまとめられ、調査団派遣時に

開催された日本・マダガスカル合同調整委員会の席上報告された。結果、プロジェクト終了

時までにプロジェクト目標が達成見込みとされ、プロジェクトは予定どおり終了することが

示唆された。しかしながら、マダガスカル側出席者からは、プロジェクトの支援を受けた養

殖農家の多くは発展途上にあり、いまだプロジェクトの支援を必要としていることが強く主

張された。その主張は、プロジェクト成果が養殖農家にまだしっかり定着していない不安か

らくるものであった。 
他方、評価レポートに記載されているとおり、指標に鑑みてプロジェクトは所期の目的を

達成する見通しであることに変わりなく、マダガスカル側の見解が一体どのような背景でな

されているのか、それに対して日本側はどのように対処すべきかについて考察する必要があ

ると思われる。本稿では、その考察の一助になるための情報や意見を述べることにする。 
 

（2）マダガスカル漁業水産・資源省（HRHD）からの要望 
今回調査団が表敬した次官からは、面談の初端からプロジェクトの延長要請が口頭でなさ

れた（別途 2013 年 10 月には同省より JICA マダガスカル事務所に対してプロジェクト延長

の願いにかかる文書が発出されている）。その理由は、プロジェクトによってティラピア養

殖が対象地域の多くの農家に普及し始めており、それを地域的に拡大する企図によるもので

あった。プロジェクトはブエニ県のわずか 3 郡を対象に実施されていることから、同県内の

他地域に対してプロジェクト成果を拡大するとともに、他県（具体的には、Matsiatra Ambony、
Amoron’I Mania、Betsiboka の 3 県を想定）に対してもプロジェクト活動を実施することが要

望された。また、同省では養殖普及事業を全国展開するための組織体制強化に着手している

ことも報告された。要すると、プロジェクトの良好な成果を踏まえ、より広い範囲での養殖

普及をめざしていることがうかがわれた。この表敬時には、終了時評価調査の結果を踏まえ

ての判断となる旨、次官に伝達した。 
さて、日本・マダガスカル合同評価会議においては、実績評価と 5 項目評価では特段意見

の相違はなかったものの、評価の結論部分に関しては、日本側はプロジェクトを予定どおり
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終了する、マダガスカル側は時期尚早と意見がわかれた。マダガスカル側の評価チーム団長

はプロジェクトマネジャーでもある Zoelys 養殖部長であり、MRHD の意向を反映しなくて

はいけない立場であったことから、すんなりと決着には至らなかったが、JICA マダガスカル

事務所長からプロジェクト終了後においてもフォローアップ協力等の必要な支援を行う意

向であることをマダガスカル側に伝えることでマダガスカル側は評価レポートを了承した。 
続く合同調整委員会（JCC）においては、日本・マダガスカル側双方により実績評価と 5

項目評価の結果が発表されたあと、司会を務めた Zoelys 養殖部長が会場に対して意見を求め

た。プロジェクトの延長がないことを悟った出席者からプロジェクトを延長すべきだとの意

見が相次ぎなされた。その主な理由は、中核農家も一般養殖農家もまだ独り立ちしておらず、

プロジェクトの支援が必要であるとのことであった。日本側としては、JCC の意見は別途議

事録に記載する一方、評価は定められた方法により行われておりそのレポートは評価委員に

より作成されるべきものであることを説明したうえで、マダガスカル側評価団の立場に配慮

して、結論と提言及び教訓は日本側が報告した。その後においても JCC 終了間際まで、中核

農家を含むマダガスカル側出席者からプロジェクトを続けるべきだとの意見表明が続いた。 
 

（3）プロジェクトの期間と実施工程管理 
同上 JCC では、普及の一端を担っている NGO 代表者からもプロジェクトは延長すべきだ

との意見が述べられた。その際、農村開発とは元来ゆっくりとしたプロセスであり、プロジ

ェクトはもう少し農家を支援する必要があると表明された。その意見に対しての特段の異論

はなく、3 カ年半は農民の意識を変えることが求められている農村開発プロジェクトとして

は短すぎると思われる。 
他方、プロジェクトがより早い段階で普及活動に重点的に取り組んでいたならば、中核農

家への技術定着度が強化されるとともに、農民から農民への普及を通じてより多くの一般農

家に便益がもたらされていた可能性があることも否めない。プロジェクト前半で CDA（旧

CDCC）における親魚養成や実証試験により多くの労力を使ったことが少なからず全体の工

程に影響を与えていると思料される。 
 

（4）養殖普及のポテンシャル 
終了時評価調査では関係者からの聞き取りや農家視察を通じて、中間レビュー調査以降、

普及活動が順調に実施されてきたことが確認できた。その結果、21 名の中核農家が種苗生産

を開始し、うち 7 名が種苗販売実績を有するに至っている。今後は、種苗の顧客たる一般養

殖農家の数が増えるに従い種苗ビジネスが安定していくものと思われる。特筆すべきは、プ

ロジェクト支援により中核農家が郡ごとにネットワーク化され、技術やマーケッティングの

面で相互協力するばかりか、顧客開拓を目的にラジオなどの媒体を通じて養殖普及活動を行

い、無料の技術研修を実施している点である。それを受け、多くの稲作農家が養殖に興味を

もち始め、既に 300 人を超える農家が自前の土池を掘削していることは、養殖普及の将来可

能性を感じさせるに十分である。このように、マダガスカルの農村では農民間普及が効果的

であるといえる。政府の普及システムは、プロジェクトで強化されたもののまだまだ脆弱で

あることから、普及システムのなかに中核農家を取り入れることが肝要である。 
マダガスカルは世界有数のコメ生産国であることから、稲作農家が副業的に養殖に取り組
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み、栄養改善や収入向上を図ることが大いに期待されているといえる。政府の普及システム

に大きく依存せず、農民間普及のアプローチを広げていくことで、農村での養殖普及が進む

可能性を秘めている。 
 

（5）今後に向けて 
プロジェクトの対象となった 3 郡に関しては、中核農家が育ってきており、彼らによる一

般農家に対する普及活動が大いに期待できる。しかし、技術的にはまだ種苗生産の数サイク

ルしか経験していないため未熟な部分が残っており、専門家による技術支援が必要なケース

も想定される。日本人専門家のほかには、CDA 職員に加えて郡に配置された MRHP 所属の

技術指導員を頼りにするほかないが、後者については技術レベルを更に向上させる必要があ

るとされている。また、中核農家同士で助け合う仕組みが重要と思われることから、プロジ

ェクトの残余期間におけるネットワーク強化はもっとも重要な活動と考えられる。 
ブエニ県の対象となっていない残り 3 郡に関しては、プロジェクト成果の 1 つとなるブエ

ニ県養殖開発計画をより実効性の高いものにし、財源確保のうえ実施されることが望まれる。

日本として何ができるのかを検討することが期待されている。 
最後に、ブエニ県以外への養殖普及に関しては、農村の食料安全保障、栄養改善、収入増

加の観点から、当プロジェクトが MRHP の期待値を予想以上に高めたと考えられる。将来的

に当プロジェクトより更に大きな展開をめざすプロジェクトの形成は一考に値すると思料

する。 
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